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研究要旨 

日本の労働安全衛生法は、従来の災害防止や有害物質対策といった「狭義の安全管理」
にとどまらず、過重労働に伴う疲労・精神的ストレスへの対応、生活習慣病の予防、さら
には私傷病者の就労支援まで含む「健康確保の総合政策」へと射程を拡大してきた。健康
リスクは、有害物だけでなく、長時間労働や労働密度、配置・評価・処遇、職場関係とい
った「働き方そのもの」からも生成される以上、安全衛生は労務管理（Worker’s 
Management）や人事制度（HRM：Human Resource Management）の設計と切り離せな
くなる。労働安全衛生法の施行通達（昭和 47 年 9 月 18 日基発 602 号）は、すでに「一
般労働条件と安全衛生の密接な関連性」を指摘しており、AI 時代にはこの連関が一層あ
らわになる。 

AI（Artificial Intelligence：人工知能）が人事労務管理にもたらす変化は、①採用等の
選別、②人事評価、③労務管理一般、④人事部員の認識、の 4 視点で整理できる。採用で
は、ソフトバンクが新卒採用のエントリーシート選考に AI（IBM Watson）を導入し処理
時間を大幅に削減した例のように、定型作業の高速化という利益が確認できる。一方で、
AI は過去データの偏りを増幅し得る。アマゾン社の採用 AI が女性差別的な評価傾向を
示した事例が象徴するように、効率化と同時に「バイアス再生産」の危険を抱える。さら
に国内実証でも、AI 面接を経験した応募者は「人間のみの面接より個性が正しく評価さ
れない」と感じ、納得感が下がる傾向が示されており、AI が当事者の主観的信頼を毀損
しうる点を看過できない。 

人事評価では、勤怠・業績データに加え、ウェアラブル（wearable device：装着型セン
サー）で得た心拍数等の生体データを組み合わせて AI 解析する手法が現れ、「客観性・
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公平性の向上」が期待される反面、アルゴリズムの不透明性や監視の強化が不信や労使関
係の悪化につながり得る。日本 IBM では、AI による評価・賃金調整をめぐる紛争が発生
し、都労委での和解協定において、AI 評価項目の提示や、不利益処遇時に AI 提案内容の
開示・説明が合意された。これは、AI の推論過程を完全に可視化できなくても、「何を見
ているか」「不利益局面で何が提案されたか」の可視化により、ブラックボックスの害を
低減する動きとも解し得る。 

労務管理一般については、JILPT（労働政策研究・研修機構）の国際比較調査が、AI 導
入後のタスク変化を、①完全自動化、②部分的自動化、③補完的効率化、④新規タスク創
出、の 4 類型に整理している。注視すべきは④で、勤怠管理やシフト編成などの従前か
らある定型的な作業は AI により迅速化される一方、AI 監視（AI による労働者の働きぶ
り等の監視）やデータ分析（AI 導入で自動化された勤怠管理や生産管理などから得られ
る大量のデータを整理・解析し、業務効率化、人員配置の最適化、安全衛生リスクの把握
等に活用する業務）といった新しいタスクが創出され、労務管理の質に変化をもたらして
いる。これらは AI の手を借りつつ、人間が統括される。 

労働者向けの Web 調査でも、仕事のパフォーマンスや管理の公平性、職場の安全性が
改善したという回答が一定程度みられるが、業種・職種により、メリットとデメリットの
分布に差異がある。人事部員調査では、AI の強みは定型業務の効率化や数値処理の正確
性に集中する一方、「人間らしさや個性の尊重」「職務上の矜持（professional pride）」は、
AI では代替困難と見られている。 

では、AI・デジタル化は「働き方」自体をどう変えるか。大内教授が指摘するように、
情報化社会の労働では、「情報（information）を収集し、分析（analysis）し、その結果に
基づき行動（action）する」ことが重要になる。特にデジタル産業では知識付加価値の創
出が中核となり、場所や時間の拘束が弱い働き方が展望される一方、社会的保護の設計も
雇用契約に固定せず、協同組合的枠組み（中小企業等協同組合法等）を活用して支える選
択肢があるとされる。また、規制の形としては、基準を示しつつ逸脱の余地を残すナッジ
型（libertarian paternalism）の設計が有力になり得る、 

健康管理についてはウェアラブルと AI を用いたヘルス・テック（health tech）がコラ
ボヘルス（collabo-health）と連携し得る。また、AI 時代には、労働時間管理と健康確保
を連携させる必要がある。報告者は、2005 年に疲労・ストレスという「質的観点」から
労働時間規制を再設計する提案を行ったことがある。これは、長時間労働が一律に有害な
のではなく、仕事内容や適性との相性で健康影響が変わるなら、ストレスチェック等を用
いて仕事の質量を調整する方向を示唆するものだった。ストレスチェックは後に法制度
化されたが、量（時間数）依存から質（仕事の密度・負担）へと比重を移す発想はなお未
完であり、ウェアラブルと AI の普及は、技術的にはその実装可能性を高める。 

AI は非雇用化を進める可能性が高い。その背景は、①定型業務の自動化、②労働市場
の二極化（「高スキルの知識集約型業務」と「低スキルのサービス業務」の需要拡大と、
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「中程度の技能を要する事務・管理業務」の縮小）、③プラットフォーム就業（Platform 
Work）の拡大、の 3 点と解される。 

非雇用就業者（フリーランス）は専門職型・自営型・業務委託型・フランチャイズ型・
非雇用テレワーク型・デジタルプラットフォーム型など多様であり、同列に扱えない。と
りわけプラットフォーム就業では、AI／アルゴリズムが仕事の割当・単価・評価・停止を
担うため、名目は独立でも実態は強い統制が働くという逆説が生じる。よって、従来の
「労働者」概念（雇用契約に結びついた人的従属性中心）だけでは保護の輪郭が定まりに
くい。 
 そこで、諸外国の法制度や判例法理、日本の労働法学説は、労働者性（労働者該当性）
の判断枠組みを、人的従属性（personal subordination：指揮命令への服従の程度））と経
済的従属性（economic dependence：特定発注者への〔事業ないし生計〕依存の程度）の
二軸で捉え直し、さらに、①管理（management：仕事の仕方や条件の指示・監督）、②統
合性（integration：事業の仕組みへの組込み）、③事業者性（business ownership：設備・
損益負担・顧客・価格交渉力等の自立性）という三視点で実態を読む必要を指摘するよう
になってきている。 

日本の判例・実務は、人的従属性を軸に、指揮命令、報酬の労務対償性、労務代替性、
事業者性などを総合考慮してきたが、プラットフォームでは指示主体が人ではなくシス
テムであり、人的従属性の“目印”だけでは従属の実像が見えにくい。プラットフォームで
は、（1）割当（dispatch：ログイン状態・位置情報・完了率等で仕事割当の優先度が自動
判定される）、（2）単価（pricing：動的価格で交渉余地が乏しい）、（3）評価（rating：ス
コアが次の割当や単価に反映される）、（4）停止（deactivation：条件に達するとアカウン
ト停止＝取引排除）という一連の仕掛けが「デジタル従属性（digital subordination）」を
生んでいる。そこで、就業者を大きく、①雇用労働者（employee）、②依存的自営（dependent 
self-employed／雇用類似就業者）、③真に独立した自営（genuinely self-employed）とい
う三層に整理し、保護の濃淡を設計すべきだと指摘されている。 

日本の法学者による比較法研究では、EU、フランス、イギリス、アメリカ、ドイツの
動きが調査されている。ほぼ共通して「形式より実態」へ重心が移りつつ、立証構造（推
定）と適用領域（最低賃金・労災・安全衛生等）を調整して“中間地帯”を拾い上げる傾向
が指摘されている。具体的には、EU ではプラットフォーム就業をめぐり雇用推定やアル
ゴリズム管理の透明化が図られ、イギリスでは employee／worker／self-employed の三
類型のうち worker に最低賃金・労働時間・平等などの基礎的保護が及ぶ構造が採られ、
Uber 事件では契約文言より実態の統制を重視して worker 性が肯定された（他方で
Deliveroo 事件では労務代替性が重視され、組合法上の労働者性が否定された）。アメリ
カでは法律ごとに判断枠組みが異なるが、連邦法では、FLSA における経済的実態テスト
（economic realities test：「名目上の契約形態ではなく、実際の経済的関係が労働者をど
の程度“雇用者に依存させているか”」を判断するもの）や NLRA の common law test（伝
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統的な「指揮命令関係（control）」を中心に雇用関係を絞り込むテストであり、経済的実
態テスト（economic realities test） よりも「雇用」と認定される範囲が狭くなる）が議
論を牽引している。州法レベルでは、カリフォルニア州最高裁判所で示された ABC テス
トが議論を牽引している。これは、A：指揮命令から独立しているか（Absence of control）、
B：使用者の通常業務とは異なる業務か（Business of the employer）、C：独立した事業を
営んでいるか（Customarily engaged in an independently established business）、の 3 要件
をすべて満たさない限り労働者と推定するものである。さらにプラットフォーム運転手
については、independent contractor と位置づけつつ、最低報酬、健康保険の補助、対物・
対人保険、一定の差別抑制や安全対策等を適用する方針を採る動きもある。ドイツでは、
雇用労働者の外側に雇用類似者（arbeitnehmerähnliche Person）を置き、依存的自営に部
分的保護を与える。総じて、人的×経済的従属性の二軸を基礎にしつつ、実態判断を精緻
化し、推定や保護領域の広げ方で“中間地帯”を救済する試みと理解できる。 

では、非雇用化に対する日本の法政策的対応の到達点はどうか。労働関連法ではフリー
ランス新法の新設やガイドラインの公表がなされてきたが、立法上の包括的対応は限定
的だった。ただし安全衛生については、2025 年改正で「作業従事者」概念が導入され、
個人事業者にも元方事業者らによる統括管理の対象化、注文者による物の安全確保の対
象化、危険作業に従事する場合の教育の確保などが法定された。もっとも、安衛法の基本
規定（法第 20 条から 25 条の 2 のうち第 25 条の 2 以外）は依然として「事業者による労
働者保護」の構造を維持しており、特に規則レベルで個人事業者の保護を図った個別規定
と本法の基本規定の間に“ねじれ”が生じている。このねじれを解消し、プラットフォーム
事業者や大規模発注者など「リスクを設計・制御できる主体」へいかに責任を配分するか
が次の課題になる。 

なお、個人事業者の就業条件の実質的保護は契約（取引）の安定と不可分であり、法的
にはフリーランス新法、下請法、家内労働法、中協法等がその基盤を支える。今後は、安
全衛生・取引適正・社会保障を連結させ、AI 時代の多層的保護体制を構築することが求
められる。 

 

A. 研究目的 
本研究は、AI が安全衛生に与える影響を

明らかにし、今後の法政策を展望すること
を目的としている。具体的には、 

①産業における AI の導入が安全衛生に
もたらすメリットとデメリット、 

②前者を最大化し後者を最小化するため

の物的・人的な要件、 
③従来の事業者を中心的な名宛人とする

責任体系をどう修正すべきか（AI のプログ
ラマー、学習するデータの作成者、導入の決
定者、ユーザー（管理者）等の責任配分をど
うするか）、 

④①②を踏まえた③以外の現行の安全衛
生規制の限界と改正提案、 

⑤AIWM （ AI based Worker’s 
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事業者や大規模発注者など「リスクを設計・制御できる主体」へいかに責任を配分するか
が次の課題になる。 

なお、個人事業者の就業条件の実質的保護は契約（取引）の安定と不可分であり、法的
にはフリーランス新法、下請法、家内労働法、中協法等がその基盤を支える。今後は、安
全衛生・取引適正・社会保障を連結させ、AI 時代の多層的保護体制を構築することが求
められる。 

 

A. 研究目的 
本研究は、AI が安全衛生に与える影響を

明らかにし、今後の法政策を展望すること
を目的としている。具体的には、 

①産業における AI の導入が安全衛生に
もたらすメリットとデメリット、 

②前者を最大化し後者を最小化するため

の物的・人的な要件、 
③従来の事業者を中心的な名宛人とする

責任体系をどう修正すべきか（AI のプログ
ラマー、学習するデータの作成者、導入の決
定者、ユーザー（管理者）等の責任配分をど
うするか）、 

④①②を踏まえた③以外の現行の安全衛
生規制の限界と改正提案、 

⑤AIWM （ AI based Worker’s 
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Management：労働者の採用、配置、懲戒、
解雇等）に関する規制のありよう、 

⑥AI の活用により非雇用化が進む場合、
どのような労働安全衛生法政策が求められ
るか、 

を明らかにすることを目的としており、
この分担報告書は、そのうち日本で公表さ
れた文献を通じて⑤⑥を明らかにすること
を目的としている。 
 

B. 研究方法 
文献レビューの手法を用いた。対象文献

には、労働政策研究・研修機構（JILPT）の
国内外調査報告書や厚生労働省作成資料、
AI 導入事例を取り上げた実務誌・政策レポ
ートに加え、学術誌に発表された AI と人事
労務管理（採用・評価・労務管理・プラット
フォーム就業等）、AI と労働法学に関する
研究論文や研究書が含まれる。 

この作業に際しては AI（ChatGPT 5）を
活用した。まずは文献収集に際して上掲の
報告書を探索させた。そこで示されたもの
と、元より筆者が承知しているものの原典
を渉猟して内容を把握したうえで、原典と
筆者が選択した重要箇所を AI に学習させ、
適切な回答が導かれるまで適当な指示を与
えて、課題に対する回答を出力させ、その内
容を筆者が査読して正確性を確認すると共
に、適宜（大幅に）修文しつつ私見を加える
手順を採用した。 

 
1 本施行通達は、「労働者の安全と健康を
確保するためには、作業環境の整備や作業
方法の改善のみならず、労働時間その他の

 

C. 調査結果 

1．はじめに 

近年、労働安全衛生法は、従来の災害防止
や有害物質対策といった狭義の安全管理に
とどまらず、業務上外を問わず、健健康康障障害害のの
一一次次予予防防かからら三三次次予予防防、、ひひいいててはは仕仕事事をを通通
じじたた健健康康づづくくりりにに至至るる幅幅広広いい対対策策を担う方
向へと進化している。すなわち、過重労働に
よる疲労や精神的ストレスへの対応、生活
習慣病の予防、さらには私傷病を抱える労
働者の就労支援までが法政策の射程に含ま
れて来ている。こうした流れの中で、労働安
全衛生法の施行通達（昭和 47 年 9 月 18 日
基発 602 号「労働安全衛生法の施行につい
て」1）が強調していた「一般労働条件と安
全衛生との密接な関連性」が改めて浮き彫
りになっている。長時間労働や労働密度の
高まりは健康リスクとの関係が深く、その
管理は労務管理（Worker’s Management）や
人事制度（HRM）の在り方と切り離せなく
なっている。 

このように、労働安全衛生法の枠組みが、
就労者の「働き方そのものへの介入」を強め
る一方、AI（Artificial Intelligence）の導入
は人事労務管理に大きな転換をもたらして
いる。 

他方で、デジタル化社会において、就労者
の働き方自体も変化している。大内は、『勤

一般労働条件が密接に関連することに留意
する必要がある」、と述べていた。 
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勉は美徳か？−幸福に働き，生きるヒント』
（光文社新書，2016 年）において、情報化
社会における労働では、「情報（information）
を収集し，それを分析（analysis）し，その
結果に基づき行動（action）を起こすことが
重要」となる旨を述べ（大内，2016，246 頁）、
AI やデジタルトランスフォーメーション
（＊）が産業や雇用契約、働き方に及ぼす影
響を論じた。ここでは、従来の労使関係に立
脚したものとは若干異なる、デジタル時代
の知識労働に即した新しい働き方が展望さ
れている。同氏は、デジタル産業では知識付
加価値の創出が中核課題であり、そのため
には働き手が場所や時間の拘束を受けず、
自らのスタイルで働くことが前提となると
説く。 

しかし、それが多勢の労働者の働き方と
なるまでには、まだ時間を要するだろう。 

そこで以下では、先ず、働き方の変化に先
行して生じ得る、AI 導入による一般労働者
向けの人事労務管理の変化について、①採
用等の人の選別、②人事評価、③労務管理一
般、④人事部員の認識、という 4 つの観点
から検討する。ここでは就労自体への AI の
影響を射程とし、AI による雇用代替の可能
性がもたらす雇用不安等の課題は、別項目
で採り上げる。 

その上で、AI がもたらす働き方の変化と
労働法及び安衛法上の対応について検討す
る。 

 
＊「世界最先端デジタル国家創造宣言・官

民データ活用推進基本計画」6（令和 2 年 7
月 17 日閣議決定）の定義を踏まえれば、企
業が ICT を活用し、急速な環境変化に対応
するため、新しい組織、製品、ビジネスモデ

ル等を形成することで、競争優位を図るこ
と、と説明できるだろう。 

 

2．AI 導入による人事労務管理

（HRM、Workerʼs Management）

の変化 

 

1）採用等の人の選別 

AI はまず、採用プロセスで大きな役割を
果たすようになった。日本では、ソフトバン
クが新卒採用のエントリーシート選考に AI
システム「IBM Watson」（米国 IBM 社が開
発した自然言語処理と機械学習を統合する
プラットフォーム）を導入し、処理時間を従
来の 25％に削減できたと報告されている
（softbankWEB サイト）。 

しかし、効率化の恩恵とは裏腹に、AI は
バイアスを再生産する危険を孕む。アマゾ
ン社の採用 AI が、過去の応募者データを学
習する過程で女性差別的な評価を行った事
例はその典型である（黒田、2022: p.62）。
さらに、日本国内の実証実験でも、AI を用
いた面接を経験した応募者は、「人間のみの
面接よりも個性が正しく評価されていない」
と感じ、納得感が低下する傾向が確認され
ている（伊藤ほか、2021）。このことは、AI
が応募者の主観的経験や信頼感を損なう可
能性を示している。 

 

－ 214 －



分担研究報告書（三柴 丈典〔AIWM〕） 
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（光文社新書，2016 年）において、情報化
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る。 
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業が ICT を活用し、急速な環境変化に対応
するため、新しい組織、製品、ビジネスモデ

ル等を形成することで、競争優位を図るこ
と、と説明できるだろう。 

 

2．AI 導入による人事労務管理

（HRM、Workerʼs Management）

の変化 

 

1）採用等の人の選別 

AI はまず、採用プロセスで大きな役割を
果たすようになった。日本では、ソフトバン
クが新卒採用のエントリーシート選考に AI
システム「IBM Watson」（米国 IBM 社が開
発した自然言語処理と機械学習を統合する
プラットフォーム）を導入し、処理時間を従
来の 25％に削減できたと報告されている
（softbankWEB サイト）。 

しかし、効率化の恩恵とは裏腹に、AI は
バイアスを再生産する危険を孕む。アマゾ
ン社の採用 AI が、過去の応募者データを学
習する過程で女性差別的な評価を行った事
例はその典型である（黒田、2022: p.62）。
さらに、日本国内の実証実験でも、AI を用
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2）人事評価 

人事評価は従来、多分に管理職の主観に
依存してきた。しかし近年では、勤怠デー
タ、業績データ、さらにウェアラブルデバイ
ス（wearable device：従業員が装着するセン
サー機器）で取得した心拍数や血圧などの
生体データを組み合わせ、AI が解析を行う
手法が広がっている（黒田、2022: p.59）。
これにより、公平性や客観性の向上が期待
されるが、アルゴリズムが不透明であるた
め、また監視の強化等により、従業員の不信
感や労使関係の悪化を引き起こす懸念も生
じている。 

例えば、日本 IBM では、AI による人事評
価と給与調整をめぐり、労働組合（JMITU
日本 IBM 支部）との紛争が生じた。その後、
東京都労働委員会で成立した和解協定にお
いて、AI による評価項目の提示と、不利益
処遇時における AI 提案内容の開示・説明義
務を企業側が負うこと等が確認された（水
口、2024: pp.22–24）。これによって AI の判
断の不透明性が完全に解消されるわけでは
ないが、例えば示された評価項目に沿った
上司との協議や、AI の判断の分析に繋がる
ため、その透明性確保へ向けた動きの一環
と評価することはできるだろう。 

 

3）労務管理一般 

AI は、2）3）にとどまらず、労務管理一
般で活用され始めている。労働政策研究・研
修機構（JILPT）の国際比較調査は、AI 導
入後のタスク変化を「完全自動化」、「部分的
自動化」、「補完的効率化」、「新規タスク創

出」の四類型に整理している（JILPT、2024: 
pp.53–60）。例えば、勤怠管理やシフト編成
などの従前からある定型的な作業は AI に
より迅速化される一方、AI 監視（AI による
労働者の働きぶり等の監視）やデータ分析
（＊）といった新しいタスクが創出され、労
務管理の質に変化をもたらしている。 

また、JILPT の国内調査によれば、AI 導
入により「仕事のパフォーマンス」、「管理の
公平性」、「職場の安全性（＊＊）」などに改
善がみられたと回答した割合が、悪化と答
えた割合を上回った（JILPT、2025: p.60）。
ただし改善効果は一様ではなく、業種や職
種によりメリットとデメリットの分布に大
きな差異があることも指摘されている。 
 ＊データ分析：AI 導入に伴い自動化され
た勤怠管理や生産管理などから得られる大
量のデータを整理・解析し、業務効率化や人
員配置の最適化、安全衛生リスクの把握等
に活用する業務。従来は存在しなかったデ
ータ分析や改善提案などのタスクを創出し、
労務管理の質的変容を導く。 
 ＊＊AI のリスク予知による危険作業の回
避、作業環境の改善、事故やヒューマンエラ
ーの減少などを指す。 

 

4）人事部員の認識 

増永・高橋による人事部員 824 名を対象
とした調査では、AI に対する期待と懸念が
交錯している。AI に肯定的な評価が集中し
たのは、「定型業務の効率化」や「数値処理
の正確性確保」などの領域である。他方で、
「人間らしさや個性の尊重」、「職務上の矜
持（professional pride）（＊）」については、
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AI では代替困難であるとの回答が多かった
（増永・高橋、2022: pp.37–40）。これは、
AI 導入が業務の効率化をもたらす一方で、
人間相手の機微が求められる業務での代替
は困難であることを示す。 
 ＊人を扱う仕事に伴う職務上の誇り。人
事部員のモチベーションとなり、相手にも
多分に伝わるもの。 

 

5）小括 

労働安全衛生法が「働き方そのもの」への
介入を強める現代において、AI の活用は労
働条件一般と安全衛生の相互依存性を一層
顕著にしている。そこで、AI の導入が HRM
（Human Resource Management：人事労務
管理）にもたらす変化が重要性を持つ。現段
階では、採用、評価、その他労務管理一般の
効率化と客観性を高める一方で、人間相手
の機微な対応や判断が難しいと認識されて
おり、応募者や従業員の納得感や信頼感を
損なうリスクを伴う。 

今後、AI を用いた HRM の設計には、透
明性、説明責任、プライバシー保護を組み込
むとともに、その利用に関する労使間での
協議や信頼関係の形成が求められる。 

 
参参照照文文献献  

・大内伸哉『勤勉は美徳か？−幸福に働
き，生きるヒント』（光文社新書，2016 年）. 

・黒田兼一『AI と人事労務管理』明大商
学論叢 104 巻 2 号、2022 年、pp.148–153. 

・伊藤公一朗・横井大樹・山下遼・浅野智
哉「AI 人事採用における納得阻害要因の解
明に向けたサーベイ実験」日本 AI 学会第 35

回大会抄録，2021 年. 
・ softbankWEB サ イ ト . 

https://www.softbank.jp/biz/services/ai/ib
m-watson/case02/（2025 年 10 月 12 日ア
クセス） 

・水口洋介「日本 IBM の AI を用いた人
事評価に関する初の都労委での和解協定成
立」労働法律旬報 2066 号、2024 年、pp.20–
25. 

・労働政策研究・研修機構（JILPT）『職
場における AI 技術の活用と従業員への影
響(JILPT 研究報告書 No.228)』2024 年. 
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・増永良文・高橋周平「AI による人事業
務の代替・補完可能性」グローバルビジネス
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pp.468–471. 
 

3．AI 導入による働き方の変化と

労働法の変化 

1）大内教授が示唆する働き方の変化

とあらたな社会規制 

前述の通り、大内は、『勤勉は美徳か？ −
幸福に働き，生きるヒント』（光文社新書，
2016 年）において、情報化社会における労
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・大内伸哉『勤勉は美徳か？−幸福に働
き，生きるヒント』（光文社新書，2016 年）. 

・黒田兼一『AI と人事労務管理』明大商
学論叢 104 巻 2 号、2022 年、pp.148–153. 

・伊藤公一朗・横井大樹・山下遼・浅野智
哉「AI 人事採用における納得阻害要因の解
明に向けたサーベイ実験」日本 AI 学会第 35

回大会抄録，2021 年. 
・ softbankWEB サ イ ト . 

https://www.softbank.jp/biz/services/ai/ib
m-watson/case02/（2025 年 10 月 12 日ア
クセス） 

・水口洋介「日本 IBM の AI を用いた人
事評価に関する初の都労委での和解協定成
立」労働法律旬報 2066 号、2024 年、pp.20–
25. 

・労働政策研究・研修機構（JILPT）『職
場における AI 技術の活用と従業員への影
響(JILPT 研究報告書 No.228)』2024 年. 

・労働政策研究・研修機構（JILPT）『Ａ
Ｉの職場導入による働き方への影響等に関
する調査（労働者 Web アンケート）結果
（JILPT 研究報告書 No.256）』2025. 

・増永良文・高橋周平「AI による人事業
務の代替・補完可能性」グローバルビジネス
ジャーナル 10 巻 1 号、2024 年、pp.31-42. 

・三柴丈典「令和 7 年改正労働安全衛生
法を踏まえた産業保健対策に関する提言」
『産業医学ジャーナル』48 巻 5 号、2025 年、
pp.468–471. 
 

3．AI 導入による働き方の変化と

労働法の変化 

1）大内教授が示唆する働き方の変化

とあらたな社会規制 

前述の通り、大内は、『勤勉は美徳か？ −
幸福に働き，生きるヒント』（光文社新書，
2016 年）において、情報化社会における労
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働では、「情報（information）を収集し，そ
れを分析（analysis）し，その結果に基づき
行動（action）を起こすことが重要」となる
旨を述べ（大内，2016，246 頁）、AI やデジ
タルトランスフォーメーションが産業や雇
用契約、働き方に及ぼす影響を論じた。ここ
では、従来の労使関係に立脚したものとは
若干異なる、デジタル時代の知識労働に即
した新しい働き方が展望されている。同氏
は、デジタル産業では知識付加価値の創出
が中核課題であり、そのためには働働きき手手がが
場場所所やや時時間間のの拘拘束束をを受受けけずず、、自自ららののススタタイイ
ルルでで働働くくここととが前提となると説いている。 

その際、個人の自由を拡大する一方で、社
会的保護を確保するためには、中中小小企企業業等等
協協同同組組合合法法や労労働働者者協協同同組組合合法法による互助
的な協同組合の組織化が有効な選択肢であ
るとし、必ずしも雇用契約にこだわる必要
はないと述べる。すなわち、AI とデジタル
化の進展により、労働契約は請負契約に近
づき、働き方の自由が拡大するので、保護の
仕組みは協協同同組組合合法法的的枠枠組組みみで補うべきだ
と提言している。 

また、知知識識労労働働とと肉肉体体労労働働のの峻峻別別を重視
し、知識労働では、労働時間管理や健康管理
は個人の自己責任に委ねられるべきだとす
る 。 そ の 際 、 ウ ェ ア ラ ブ ル デ バ イ ス
（wearable device：身体に装着して生体デ
ータを収集する機器）を用い、AI により健
康管理を行う「ヘルス・テック（health tech）」
を導入し、健保組合によるコラボヘルス
（collabo-health：健康保険組合と企業が連
携して健康増進を図る仕組み）と組み合わ
せることを推奨する。 

これらは、従来型の温情主義的・干渉主義
的な規制とも、完全な新自由主義とも異な

り、ナッジ（nudge）を用いたリバタリアン・
パターナリズム（libertarian paternalism）の
手法であり、それこそが 21 世紀型労働規制
の核心だという。すなわち、政府が望ましい
基準を示しつつ、当事者に選択と逸脱の余
地を残す、ネガティブオプション的な規制
手法だという。 

さらに大内は、労働法の定義を「労働を提
供する個人に法的サポートを与えるもの」
と捉え直し、支配従属関係の有無を超えて
働く者を対象に再設計すべきだと主張する。
例えば、従前の労働法の中の必ずしも従属
関係を前提としない規定（労働基準法第 24
条〔賃金全額払原則〕、第 26 条〔休業手当〕、
最低賃金法、労働契約法第 3 条〔均衡均等
待遇原則等〕など、取引条件や報酬に関する
規律）を取り出し、下請法や特定商取引法の
枠組みを参考にしながら再統合することで、
請負や委託の形態で働く個人事業者にも適
用できる「新たな労働法」を構想すべきだと
論じる。 

大内は、正規・非正規格差や男女間格差と
いった従来の労働問題は、AI とデジタル化
によって人間の労働が知的作業に集中して
いく過程で収縮していく可能性があると予
測する。ただし、過去データに基づく統計的
差別が AI によって再生産される危険性が
あるため、その点はプログラム設計で制御
すべきだとも指摘している（以上、大内，
2016、大内，2020）。 

要するに、大内の立場は、デデジジタタルル社社会会にに
おおいいてて労労働働をを「「知知的的洗洗練練度度」」にに基基づづいいてて再再編編
すするる発発想想であり、雇用契約の有無よりも、個個
人人のの知知識識労労働働ををどどうう法法的的にに支支ええるるかかが焦点
になる。その結果、働き方は自由になる一方
で、社会的保護は協同組合や社会保険の横
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断的制度を通じて担保し、規制はナッジを
用いた選択型の仕組みによって整えるとい
う構図が、AI 時代に向けた働き方の変化だ
とされている。 
 健康管理については、AI が生成する勤怠
データや生体情報を活用し、それをモニタ
リングしていて逸脱が発生した場合（：健康
リスクが確認された場合）には本人への説
明、記録、産業医の関与等を事業者に義務付
けるべきとする（筆者も同旨を述べている
〔三柴、 2025〕）。こうした「基準提示＋選
択可能」の枠組み（すなわち、望ましい労働
条件〔一定の労働時間制限など〕や健康条件
〔ストレスチェックの点数など〕をあらか
じめデフォルトとして制度的に設定したう
えで、そこから逸脱する自由を、一定の手続
〔産業医による健康リスクの評価、本人同
意等〕を経て本人や労使に認めること」〔例
示は三柴〕）が、AI の効率性と労働者の自由
を両立させるという。 
 

2）2005 年三柴提案：質的観点（健康

面）からの労働時間規制 

AI による採用、人事評価、勤怠管理など
の人事労務管理のデジタル化は、一般的な
労働条件決定と安全衛生の関係を再認識さ
せている。これまで労働法は、労労働働基基準準法法にに
よよるる一一般般労労働働条条件件のの規規制制と、労労働働安安全全衛衛生生
法法にによよるる健健康康障障害害防防止止を別個に取り扱って
きた（むろん、安衛法は労基法から分離独立
した経緯があり、第 1 条が労基法との関係
を示唆しているが、技術的立法として、特殊
な位置づけに置かれてきた）。しかし AI に

基づく労務管理（AIWM：AI based Worker’s 
Management）の下では、労働時間の長短と
は別次元で、労働の質や密度の増減が生じ、
それが疲労やストレスに影響するため、改
めて両者を一体的にとらえ直す必要が生じ
ている。 

先述した通り、1972 年の安衛法施行通達
（昭和 47 年 9 月 18 日基発 602 号）は、既
に「労働時間等の一般労働条件と安全衛生
は密接に関連する」と明記していた。近年の
AI とアルゴリズムによる管理は、この繋が
りを再び強調させている。 

知的集約型労働の広まりを前提に、労働
の質量と健康の連動を最初に法政策学的に
論じたのは三柴である。三柴は、『労働時間
の立法的規制と自主的規制』（2005 年、日本
労働法学会誌 106 号）において、単なる労
働時間の長短だけでなく、疲疲労労ややスストトレレスス
とといいうう質質的的観観点点かからら労労働働時時間間規規制制をを再再設設計計
すすべべききだだと説いた。すなわち、長時間労働が
一律に有害なのではなく、仕事内容や労働
者の適性との「相性」によって健康影響は異
なり、規制は質的要素を取り込むべきだと
いう視点である。ここで三柴は、産業ストレ
ス研究で開発されたストレスチェックを労
働時間規制と結び付け、労使自治を活用し
て、集団的調査（職場単位）と個別調査（特
定労働者対象）の双方で疲労・ストレスを把
握し、仕事の質量の調整に結びつけるべき
だと提言した。その後、ストレスチェックは
法的に義務づけられたが（政策的な脈絡で
は、従前から存在したメンタルヘルス指針
の一部の法制度への格上げという色彩が濃
い）、労働時間数のみに依存せず、「仕事の質
量管理」を労働時間規制に代替させる考え
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断的制度を通じて担保し、規制はナッジを
用いた選択型の仕組みによって整えるとい
う構図が、AI 時代に向けた働き方の変化だ
とされている。 
 健康管理については、AI が生成する勤怠
データや生体情報を活用し、それをモニタ
リングしていて逸脱が発生した場合（：健康
リスクが確認された場合）には本人への説
明、記録、産業医の関与等を事業者に義務付
けるべきとする（筆者も同旨を述べている
〔三柴、 2025〕）。こうした「基準提示＋選
択可能」の枠組み（すなわち、望ましい労働
条件〔一定の労働時間制限など〕や健康条件
〔ストレスチェックの点数など〕をあらか
じめデフォルトとして制度的に設定したう
えで、そこから逸脱する自由を、一定の手続
〔産業医による健康リスクの評価、本人同
意等〕を経て本人や労使に認めること」〔例
示は三柴〕）が、AI の効率性と労働者の自由
を両立させるという。 
 

2）2005 年三柴提案：質的観点（健康

面）からの労働時間規制 

AI による採用、人事評価、勤怠管理など
の人事労務管理のデジタル化は、一般的な
労働条件決定と安全衛生の関係を再認識さ
せている。これまで労働法は、労労働働基基準準法法にに
よよるる一一般般労労働働条条件件のの規規制制と、労労働働安安全全衛衛生生
法法にによよるる健健康康障障害害防防止止を別個に取り扱って
きた（むろん、安衛法は労基法から分離独立
した経緯があり、第 1 条が労基法との関係
を示唆しているが、技術的立法として、特殊
な位置づけに置かれてきた）。しかし AI に

基づく労務管理（AIWM：AI based Worker’s 
Management）の下では、労働時間の長短と
は別次元で、労働の質や密度の増減が生じ、
それが疲労やストレスに影響するため、改
めて両者を一体的にとらえ直す必要が生じ
ている。 

先述した通り、1972 年の安衛法施行通達
（昭和 47 年 9 月 18 日基発 602 号）は、既
に「労働時間等の一般労働条件と安全衛生
は密接に関連する」と明記していた。近年の
AI とアルゴリズムによる管理は、この繋が
りを再び強調させている。 

知的集約型労働の広まりを前提に、労働
の質量と健康の連動を最初に法政策学的に
論じたのは三柴である。三柴は、『労働時間
の立法的規制と自主的規制』（2005 年、日本
労働法学会誌 106 号）において、単なる労
働時間の長短だけでなく、疲疲労労ややスストトレレスス
とといいうう質質的的観観点点かからら労労働働時時間間規規制制をを再再設設計計
すすべべききだだと説いた。すなわち、長時間労働が
一律に有害なのではなく、仕事内容や労働
者の適性との「相性」によって健康影響は異
なり、規制は質的要素を取り込むべきだと
いう視点である。ここで三柴は、産業ストレ
ス研究で開発されたストレスチェックを労
働時間規制と結び付け、労使自治を活用し
て、集団的調査（職場単位）と個別調査（特
定労働者対象）の双方で疲労・ストレスを把
握し、仕事の質量の調整に結びつけるべき
だと提言した。その後、ストレスチェックは
法的に義務づけられたが（政策的な脈絡で
は、従前から存在したメンタルヘルス指針
の一部の法制度への格上げという色彩が濃
い）、労働時間数のみに依存せず、「仕事の質
量管理」を労働時間規制に代替させる考え
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方 2は、まだ実現していない。ウェアラブル
と AI による健康指標の管理分析により、技
術的には可能な状況が近づいていると解さ
れる。 
 なお、先述した通り、AI が採用や人事評
価に導入されると、公平性や客観性の向上
が期待される一方、アルゴリズムのブラッ
クボックス性が「納得感の低下」や「差別的
判断の再生産」をもたらすリスクもある。こ
れらは労働者の精神的ストレスにも関係す
る。 

 

 
2 近年の論考として、以下を参照された
い。 
11..  WWaanngg,,  SS..  ((22002222)).. What matters more for 
employees’ mental health: job quality or job 
quantity? Social Indicators Research, 164, 
407–429. https://doi.org/10.1007/s11205-
022-02957-7 
（欧州労働条件調査データに基づき、労働
時間の長さは精神的健康に有意な影響を与
えず、むしろ仕事の質〔裁量、職場関係、
意義、要求水準など〕が精神的健康の決定
要因であることを実証した論文） 

 
22..  HHeennsseekkee,,  GG..  ((22001177)).. Good jobs, good 
pay, better health? The effects of job 
quality and wages on self-reported health in 
Britain. Applied Economics Letters, 
25(16), 1167–1171. 
https://doi.org/10.1080/13504851.2017.14
20876 
（英国データを用い、雇用の質〔不安定

3）小括 

労働法は今後、職域への AI 導入の拡大に
より、大内が唱えた「基準を示しつつ選ばせ
る」ナッジ型制度設計と、三柴が唱えた「量
的な労働時間規制に代わる質的労働条件管
理」へと変容していく可能性がある。これ
は、「働き方の質」を守る方向への制度的進
化ともいえる。 

 
参参照照文文献献  

・大内伸哉『勤勉は美徳か？−幸福に働
き，生きるヒント』（光文社新書，2016 年）. 

・大内伸哉『デジタル変革後の「労働」と

性、低裁量、高要求など〕が健康悪化と関
連することを分析。長時間労働や賃金水準
よりも仕事の質の側面が健康を規定する可
能性を示した論文） 

 
33..  MMaaddsseenn,,  II..  EE..  HH..,,  NNyybbeerrgg,,  SS..  TT..,,  
MMaaggnnuussssoonn  HHaannssoonn,,  LL..  LL..,,  FFeerrrriiee,,  JJ..  EE..,,  
AAhhoonneenn,,  EE..,,  AAllffrreeddssssoonn,,  LL..,,  ......  &&  KKiivviimmääkkii,,  
MM..  ((22001177)).. Job strain as a risk factor for 
clinical depression: systematic review and 
meta-analysis with additional individual 
participant data. Psychological Medicine, 
47(8), 1342–1356. 
https://doi.org/10.1017/S00332917160035
5X 
（「ジョブストレイン」など心理社会的職
場要因と健康リスク（うつ病や心血管疾
患）との関連を統合的に評価。労働時間そ
のものよりも、仕事の質にかかわるストレ
ス要因が健康障害の主要因であると結論づ
けた総説・メタ分析） 
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「法」』（日本法令，2020 年）. 
・三柴丈典「労働時間の立法的規制と自

主的規制―仕事の質量規制の視点から」『日
本労働法学会誌』106 号，2005 年，126–139
頁． 

・三柴丈典．2025．「労働時間と健康確保
――労働基準法と労働安全衛生法の接合を
めぐって」リクルートワークス研究所，2025
年 3 月 4 日 公 開 ． https://www.works-
i.com/research/health_safety_interview_mi
shiba 
  
WWaanngg,,  SS..  ((22002222))..  WWhhaatt  mmaatttteerrss  mmoorree  ffoorr  
eemmppllooyyeeeess’’  mmeennttaall  hheeaalltthh::  jjoobb  qquuaalliittyy  oorr  jjoobb  
qquuaannttiittyy??  SSoocciiaall  IInnddiiccaattoorrss  RReesseeaarrcchh,,  
116644((22)),,  440077––442299..  
hhttttppss::////ddooii..oorrgg//1100..11000077//ss1111220055--002222--
0022995577--77  
HHeennsseekkee,,  GG..  ((22001177))..  GGoooodd  jjoobbss,,  ggoooodd  ppaayy,,  
bbeetttteerr  hheeaalltthh??  TThhee  eeffffeeccttss  ooff  jjoobb  qquuaalliittyy  aanndd  
wwaaggeess  oonn  sseellff--rreeppoorrtteedd  hheeaalltthh  iinn  BBrriittaaiinn..  
AApppplliieedd  EEccoonnoommiiccss  LLeetttteerrss,,  2255((1166)),,  11116677––
11117711..  
hhttttppss::////ddooii..oorrgg//1100..11008800//1133550044885511..22001177..1144
2200887766  
MMaaddsseenn,,  II..  EE..  HH..,,  NNyybbeerrgg,,  SS..  TT..,,  MMaaggnnuussssoonn  
HHaannssoonn,,  LL..  LL..,,  FFeerrrriiee,,  JJ..  EE..,,  AAhhoonneenn,,  EE..,,  
AAllffrreeddssssoonn,,  LL..,,  ......  &&  KKiivviimmääkkii,,  MM..  ((22001177))..  
JJoobb  ssttrraaiinn  aass  aa  rriisskk  ffaaccttoorr  ffoorr  cclliinniiccaall  
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4．AI 導入により非雇用化は進む

か、進む場合、労働法と労働安全

衛生法にはどのような対応が求

められるか？ 

1）AI 時代に非雇用化は進むか 

1－1）はじめに 

AI（Artificial Intelligence, 人工知能）の
進展は、雇用関係そのものの形態に影響を
及ぼしている。従来、労働法は「雇用契約に
基づく労使関係と労働者保護」を基軸とし
て構築されてきたが、AI による業務の自動
化・代替が進展することで、使用者が労働者
を直接雇用する必要性が相対的に低下し、
請負契約やフリーランス契約を通じた「非
雇用的就業形態」が拡大すると指摘されて
いる（大内、2020: p.282。同旨：三柴、2025）。 

なお、一概にフリーランスと言っても、以
下のように多様な類型があると指摘されて
いる（鎌田、2019 等）。 

①専門職型（大工、俳優、音楽芸術家、士
業など） 

②自営型（車持ち込み運転手、食品製造販
売者など） 

③業務委託型（NHK 受信料集金人、販売・
メンテ受託者、保険代理店など） 

④フランチャイズ型（コンビニ、クリーニ
ングなど） 

⑤非雇用テレワーク型（在宅ワーカー、フ
リーライター、デザイナーなど） 

⑥デジタルプラットフォーム型（Uber、
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「法」』（日本法令，2020 年）. 
・三柴丈典「労働時間の立法的規制と自

主的規制―仕事の質量規制の視点から」『日
本労働法学会誌』106 号，2005 年，126–139
頁． 

・三柴丈典．2025．「労働時間と健康確保
――労働基準法と労働安全衛生法の接合を
めぐって」リクルートワークス研究所，2025
年 3 月 4 日 公 開 ． https://www.works-
i.com/research/health_safety_interview_mi
shiba 
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て構築されてきたが、AI による業務の自動
化・代替が進展することで、使用者が労働者
を直接雇用する必要性が相対的に低下し、
請負契約やフリーランス契約を通じた「非
雇用的就業形態」が拡大すると指摘されて
いる（大内、2020: p.282。同旨：三柴、2025）。 

なお、一概にフリーランスと言っても、以
下のように多様な類型があると指摘されて
いる（鎌田、2019 等）。 

①専門職型（大工、俳優、音楽芸術家、士
業など） 

②自営型（車持ち込み運転手、食品製造販
売者など） 

③業務委託型（NHK 受信料集金人、販売・
メンテ受託者、保険代理店など） 

④フランチャイズ型（コンビニ、クリーニ
ングなど） 

⑤非雇用テレワーク型（在宅ワーカー、フ
リーライター、デザイナーなど） 

⑥デジタルプラットフォーム型（Uber、
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クラウドソーシングなど） 
倉重は、価格交渉力と労働者性（事業者

性）の 2 軸を立て、これらを以下のように
分類している。 

 

 
（作図：倉重公太朗弁護士。同人の許可を得て転載） 
 
ここでは、その背景について、①定型業務

の自動化、②労働市場の二極化、③プラット
フォーム就業の拡大、という三つの視角か
ら論じる。 

 

1－2）定型業務の自動化 

AI は特に、繰り返し作業や判断ルールが
明確な定型業務において高い代替可能性を
発揮する。IoT や AI を導入した企業では、
事務職や補助的労務職の削減が顕著に見ら
れるとの指摘もある（岩本・田上、2018: 
p.28）。労働市場の二重構造、すなわち正規
雇用者が中核業務を担い、非正規雇用者が
補助的定型業務を担う構造においては、AI

導入により非正規雇用部分が最も打撃を受
けるとも予測されている（増永・高橋、2022: 
p.33）。これらの分析は、既存の雇用保護制
度が最も脆弱な層に影響が集中する可能性
を示唆している。 

 

1－3）労働市場の二極化 

AI は、単に定型業務を代替するだけでな
く、労働市場全体に二極化（polarization）
をもたらすと論じられている。Autor（2015: 
p.9-14）は、米国におけるデータ分析を通じ、
AI や ICT の導入が「高スキルの知識集約型
業務」と「低スキルのサービス業務」の需要
を拡大させる一方で、「中程度の技能を要す

フリーランスの性質に応じた分類（筆者作成）

16

労働者性：低
（事業者性：高）

価格交渉力：高価格交渉力 低

②独立専門家型
（士業・独立コンサル）

労働者性：高
（事業者性：低）

①プロフェッショナル型
（エンジニア・金融取引）

③裁量の低いギグワーカー
（配達員など）

④代替可能フリーランス
（カメラマン・ライター・HP制
作等）
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る事務・管理業務」を縮小させることを明ら
かにした。 

日本でも同様の傾向が観察されており、
AI 時代には「高度専門職」と「単純労働職」
が残存し、中間層の雇用が相対的に消失し
て い く 可 能 性 が 高 い と さ れ る （ Carl 
Benedikt Frey & Michael Osborne、2015）。
これは、いわゆる「雇用の空洞化」を招き、
雇用契約によらない多様な働き方の増大に
つながる。 

 

1－4）プラットフォーム就業の拡大 

AI とアルゴリズムによるマッチング技術
は、Uber や Amazon Mechanical Turk など
に 代 表 さ れ る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 就 業
（Platform Work）（＊）の拡大を支えてき
た。独立時営業者としたままで社会的保護
を図る国、労働者を employee と worker の
2 層にして後者に取り込む国など、国によ
って様々な対応がなされている。 

プラットフォームは、AI アルゴリズムに
よって労働者のタスク配分や評価を自動化
しており、形式的には非雇用でありながら、
実質的には「労務管理」が強く作用するとい
う逆説を孕む。このような構造は、非雇用化
の外観を取りながら、労働法的保護を必要
とする領域を拡大させる面もある。 
 
 ＊プラットフォーム就業：Uber や Uber 
Eats などに代表されるオンライン仲介型の
就労形態で、アプリやウェブ上のアルゴリ
ズムが仕事の配分、評価、報酬、監視を担う
働き方を指す。労働者は雇用契約を結ばず、
個人事業主として扱われることが多い。 

 

1－5）小括 

以上の分析からも、AI 時代には定型業務
の自動化を契機に非正規労働が削減される
と共に、労働市場の中間層が空洞化し、さら
にプラットフォーム就業が拡大することで、
非非雇雇用用化化がが進進展展すするる可可能能性性はは高高いい。ただし、
その「非雇用」には形式的なものもあり、ア
ルゴリズムによる厳格な管理や評価が存在
するもの等、労働者保護法制の枠組みの応
用が必要なものもある。その枠組みでは対
応が困難なものもある。逆に、必要以上の対
応を抑制すべきものもある。そこで次節で
は、「AI 時代における労働者概念の再構築」
について論じる。 

 
参参照照文文献献  

・鎌田耕一『フリーランスの法的保護』
（日本労働研究雑誌, 2019 年, 第 709 号, 
pp.4–16. 

・岩本 晃一・田上 悠太『人工知能 AI 等
が雇用に与える影響；日本の実態』RIETI 
Policy Discussion Paper Series, 2018 年. 

・増永良文・高橋周平「AI による人事業
務の代替・補完可能性」グローバルビジネス
ジャーナル 10 巻 1 号、2024 年、pp.31-42. 

・大内伸哉『AI 時代の「働き方」と「法」
―2035 年の労働法を考える』日本法令、
2020 年. 

・三柴丈典「労働時間と健康確保――労
働基準法と労働安全衛生法の接合をめぐっ
て」リクルートワークス研究所，2025 年 3
月 4 日 公 開 ． https://www.works-
i.com/research/health_safety_interview_mi
shiba 

 
・Autor, David. “Why Are There Still So 
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応を抑制すべきものもある。そこで次節で
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・Autor, David. “Why Are There Still So 
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Many Jobs? The History and Future of 
Workplace Automation.” Journal of 
Economic Perspectives, 29(3), 2015, pp.3-
30. 

・Carl Benedikt Frey & Michael Osborne. 
日本におけるコンピューター化と仕事の未
来. 野村総合研究所, 2015 年. 
 

2）AI 時代における労働者概念はどの

ように確定すべきか。労働者概念を多

層化すべきか。すべきとすれば、労働

安全衛生法上の労働者はどの層に位

置づけられるべきか。 

 

2－1）石田ほか書の示唆 

日本を含め、多くの国で、安衛法の基本的
な適用対象は未だ労働者なので、諸外国で
の労働者性について概観する。 

石田ほか『デジタルプラットフォームと
労働法』（東京大学出版会，2022 年）は、諸
外国における労働者概念の生成過程と、デ
ジタル時代への対応を比較法的に詳細に分
析し、日本法への示唆を与えている。そこで
は、国ごとに労働者等の範囲が異なること
が示されている。たとえば、労労働働者者概概念念をを一一
元元的的にに定定めめるる国国（（フフラランンスス））、複複数数ののカカテテゴゴ
リリーーをを認認めめるる国国（（アアメメリリカカ））、あるいは、労
働者とは別に雇用類似のカテゴリーを設け
る国（ドイツ）などに分かれる。また、独立
自営業者であっても一定の保護を与える国

もある。 
労働者性の判断基準は、従来から人人的的従従

属属性性（（ppeerrssoonnaall  ssuubboorrddiinnaattiioonn：：指指揮揮命命令令へへ
のの服服従従のの程程度度））とと経経済済的的従従属属性性（（eeccoonnoommiicc  
ddeeppeennddeennccee：：特特定定発発注注者者へへのの〔〔事事業業なないいしし
生生計計〕〕依依存存のの程程度度））ののいいずずれれかか、、ああるるいいはは双双
方方をを用用いいててききたた。。ししかかしし、、どどちちららをを重重視視すするる
かかはは時時代代やや国国ごごととにに揺揺れれががあありり、、最最終終的的にに
はは相相手手方方かからら仕仕事事のの仕仕方方やや条条件件ににつついいててのの
指指示示（（管管理理））をを受受けけてていいるるかか、、事事業業のの仕仕組組みみ
にに組組みみ入入れれらられれてていいるるかか（（統統合合性性））、、就就労労者者
のの事事業業者者性性のの有有無無（（＊＊自自身身のの会会計計、、リリススクク負負
担担、、顧顧客客、、裁裁量量でで就就業業ししてていいるるかか。。そそううででああ
れればば、、労労働働者者性性がが否否定定さされれ易易くくななるる））といっ
た実態を総合的に審査する傾向が強まって
いる。結論としては、人的従属性と経済的従
属性の双方を重視する方向に収斂しつつあ
るように理解できる。 

さらに、判断基準を形形式式的的・・操操作作的的にに適適用用
すするるかか、、事事案案のの実実態態をを重重視視すするるかかという対
立軸も存在するが、基準の精緻化を進めつ
つも、最終的には実態判断を重んじる考え
方が趨勢とされる。 

立証責任の分配にも違いがある。アメリ
カの州の中には、雇雇用用類類似似のの就就業業者者をを一一応応
「「労労働働者者」」とと推推定定しし、、そそのの反反証証責責任任ををププララッッ
トトフフォォーームム側側にに課課すす方方式式を採用する例があ
る一方、一一応応「「独独立立自自営営業業者者」」とと推推定定しし、、そそ
ののたためめのの要要件件をを立立法法でで詳詳細細にに定定めめるるここととでで
ハハーードドルルをを上上げげるる方方式式をとる州もある。前
者の典型として注目されるのが、カリフォ
ルニア州最高裁が導入し、その後同州およ
び他州に波及した AABBCC テテスストトである（2−
4 を参照されたい）。 

各国の立法動向としては、こうした判断
基準や推定構造を基盤にしながら、失失業業保保
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険険、、最最低低賃賃金金、、労労災災補補償償、、安安全全衛衛生生といった
分 野 で 保 護範 囲 を広 げよ う （ 英 国で の
worker 概念など）とする傾向がみられる。
プラットフォーム労働に代表される「中間
的な働き方」など、雇用契約の枠を超えた広
がりの中で、どのように社会的保護を付与
するかが比較法的課題となっている。 

以下では、石田ほか書が示す諸外国の動
きをより詳しく述べる。 

 

2－2）はじめに 

AI（Artificial Intelligence：人工知能）と
プラットフォーム経済が重なるところ（＊）
では、「名目は自自営営（（sseellff--eemmppllooyyeedd））だだがが、、
実実質質はは強強いい統統制制のもとで働く」人々が急速
に増えている。アプリを開けば仕事が割り
当てられ、一定時間内に応答しないと評価
が下がる。単価（報酬）はシステムが決め、
低評価が続けばアカウントが停止される。
こうしたアアルルゴゴリリズズムム管管理理（（aallggoorriitthhmmiicc  
mmaannaaggeemmeenntt））ののももととでではは、、上上司司のの口口頭頭命命令令
もも就就業業規規則則ももなないいがが、、働働くく人人かからら見見れればば、、
「「いいつつ・・どどここでで・・いいくくららでで・・どどのの仕仕事事ををすするる
ののかか」」ががアアププリリのの設設計計に一体的に組み込ま
れ、事事実実上上のの従従属属が生まれている。 

この現実に対して、「労働者をどう定義す
るか」を形形式式（（雇雇用用／／自自営営））だだけけでで決決めめるるのの
はは、、無無理理ががああるる。。比比較較法法のの議議論論をを踏踏ままええるる
とと、、二二つつのの従従属属性性、、すすななわわちち「「人人的的従従属属性性
（（ppeerrssoonnaall  ssuubboorrddiinnaattiioonn））」」とと「「経経済済的的従従属属
性性（（eeccoonnoommiicc  ddeeppeennddeennccee））」」をを併併せせてて捉捉ええ、、
そそのの実実体体ををささららにに 33 つつのの観観点点かからら細細かかくく分分
析析すするる必必要要ががああるる。。33 つつのの観観点点ととはは、、①①管管理理
（（mmaannaaggeemmeenntt））＝仕事の仕方・条件につい
て具体的な指指示示・・監監督督を受けるか、②統統合合性性
（（iinntteeggrraattiioonn））＝事事業業のの仕仕組組みみにに組組みみ込込まま

れれ てて い る か 、 ③ 事事 業業 者者 性性 （（ bbuussiinneessss  
oowwnneerrsshhiipp））＝設備・損益・顧客・価格交渉
力など自自立立ししたた事事業業基基盤盤を持つか、である。 

この 2 つの従属性と 3 視点で現実を読み
解くと、名目の「契約類型」によらず、実実態態
にに即即ししたた保保護護の輪郭が描ける（石石田田ほほかか「「第第
11 章章」」「「第第 33 章章」」〔〔水水町町担担当当〕〕，2022）。 
 
 ＊オンライン・プラットフォームが提供
する就業の場において、AI やアルゴリズム
が労働者やフリーランスの業務管理を担う
状況。 
 
用語解説 

アアルルゴゴリリズズムム管管理理：行動ログや評価デー
タに基づき、仕仕事事のの割割当当・・単単価価（（報報酬酬））・・評評
価価・・停停止止をアプリ／社内システムが自動・半
自動で決める管理手法。 

人人的的従従属属性性：使用者の指指揮揮命命令令・・勤勤務務上上のの
拘拘束束（（時時間間、、場場所所、、作作業業方方法法ななどど））・・懲懲戒戒・・
評評価価に服する度合い。 

経経済済的的従従属属性性：単単一一又又はは主主要要なな発発注注者者へへ
のの依依存存、価格・支払期日などの一一方方的的決決定定に
さらされる度合い。要は、相手方への事業な
いし生計の依存度。 

 

2－3）従来の日本の労働者概念の意義と限
界 

日本の判例・実務は、人人的的従従属属性性を軸に、
①指揮命令、②報酬の労務対償性（＊）、③
代替性、④事業者性（設備・損益負担、顧客
分散、価格交渉力等）を総総合合考考慮慮して労働者
性を認定してきた。大量の雇用を前提とし
た工場勤務や事務では妥当した。 

しかし、プラットフォーム就業や AI 管理
では、指示は人人ででははななくくシシスステテムムから届く。
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険険、、最最低低賃賃金金、、労労災災補補償償、、安安全全衛衛生生といった
分 野 で 保 護範 囲 を広 げよ う （ 英 国で の
worker 概念など）とする傾向がみられる。
プラットフォーム労働に代表される「中間
的な働き方」など、雇用契約の枠を超えた広
がりの中で、どのように社会的保護を付与
するかが比較法的課題となっている。 

以下では、石田ほか書が示す諸外国の動
きをより詳しく述べる。 
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に増えている。アプリを開けば仕事が割り
当てられ、一定時間内に応答しないと評価
が下がる。単価（報酬）はシステムが決め、
低評価が続けばアカウントが停止される。
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もも就就業業規規則則ももなないいがが、、働働くく人人かからら見見れればば、、
「「いいつつ・・どどここでで・・いいくくららでで・・どどのの仕仕事事ををすするる
ののかか」」ががアアププリリのの設設計計に一体的に組み込ま
れ、事事実実上上のの従従属属が生まれている。 

この現実に対して、「労働者をどう定義す
るか」を形形式式（（雇雇用用／／自自営営））だだけけでで決決めめるるのの
はは、、無無理理ががああるる。。比比較較法法のの議議論論をを踏踏ままええるる
とと、、二二つつのの従従属属性性、、すすななわわちち「「人人的的従従属属性性
（（ppeerrssoonnaall  ssuubboorrddiinnaattiioonn））」」とと「「経経済済的的従従属属
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そそのの実実体体ををささららにに 33 つつのの観観点点かからら細細かかくく分分
析析すするる必必要要ががああるる。。33 つつのの観観点点ととはは、、①①管管理理
（（mmaannaaggeemmeenntt））＝仕事の仕方・条件につい
て具体的な指指示示・・監監督督を受けるか、②統統合合性性
（（iinntteeggrraattiioonn））＝事事業業のの仕仕組組みみにに組組みみ込込まま

れれ てて い る か 、 ③ 事事 業業 者者 性性 （（ bbuussiinneessss  
oowwnneerrsshhiipp））＝設備・損益・顧客・価格交渉
力など自自立立ししたた事事業業基基盤盤を持つか、である。 

この 2 つの従属性と 3 視点で現実を読み
解くと、名目の「契約類型」によらず、実実態態
にに即即ししたた保保護護の輪郭が描ける（石石田田ほほかか「「第第
11 章章」」「「第第 33 章章」」〔〔水水町町担担当当〕〕，2022）。 
 
 ＊オンライン・プラットフォームが提供
する就業の場において、AI やアルゴリズム
が労働者やフリーランスの業務管理を担う
状況。 
 
用語解説 

アアルルゴゴリリズズムム管管理理：行動ログや評価デー
タに基づき、仕仕事事のの割割当当・・単単価価（（報報酬酬））・・評評
価価・・停停止止をアプリ／社内システムが自動・半
自動で決める管理手法。 

人人的的従従属属性性：使用者の指指揮揮命命令令・・勤勤務務上上のの
拘拘束束（（時時間間、、場場所所、、作作業業方方法法ななどど））・・懲懲戒戒・・
評評価価に服する度合い。 

経経済済的的従従属属性性：単単一一又又はは主主要要なな発発注注者者へへ
のの依依存存、価格・支払期日などの一一方方的的決決定定に
さらされる度合い。要は、相手方への事業な
いし生計の依存度。 

 

2－3）従来の日本の労働者概念の意義と限
界 

日本の判例・実務は、人人的的従従属属性性を軸に、
①指揮命令、②報酬の労務対償性（＊）、③
代替性、④事業者性（設備・損益負担、顧客
分散、価格交渉力等）を総総合合考考慮慮して労働者
性を認定してきた。大量の雇用を前提とし
た工場勤務や事務では妥当した。 

しかし、プラットフォーム就業や AI 管理
では、指示は人人ででははななくくシシスステテムムから届く。
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例えば、 
・・割割当当（（ddiissppaattcchh））：ログイン状態・位置

情報・過去の完了率等から、注注文文のの優優先先度度が
自動判定される。 

・・単単価価（（pprriicciinngg））：需要変動や履歴データ
に応じた動動的的価価格格が提示され、交渉余地は
乏しい。 

・・評評価価（（rraattiinngg））：顧客評価や注文への応
答速度がススココアアに集約され、それが次次のの割割
当当やや単単価価に反映される。 

・・停停止止（（ddeeaaccttiivvaattiioonn））：一定条件（低スコ
ア、高いキャンセル率等）に達するとアアカカウウ
ンントトがが停停止止さされれるる（取引関係から排除され
る）。 

この一連の仕掛けのもとでは、人人的的従従属属
性性のの““目目印印””だだけけをを照照ららししててもも、、従従属属のの実実像像
がが見見ええににくくいい。。例えば、デジタルプラットフ
ォームで働く配達員は、「好きなときに稼働
できる」と説明されるがが、稼働しない時間
が長いとスコアが下がり、次の割当が減少
するので、実質的な稼働強制が働く。これ
は、アルゴリズム管理がもたらす「デジタル
従属性（digital subordination）」の典型であ
る。よって、経経済済的的従従属属性性にも照らし、さら
に管管理理／／統統合合性性／／事事業業者者性性の 3 視点で分析
する必要がある（石石田田ほほかか「「第第 11 章章」」「「第第 33
章章」」〔〔水水町町担担当当〕〕，2022）。 
 
 ＊労務対償性：成果物への報酬や業務委
託料ではなく、勤務時間や労務の提供に応
じて支払われていること。 

 

2－4）比較法の現在地：EU・フランス・イ
ギリス・アメリカ・ドイツの動向 

諸外国は、形形式式よりも実実態態を基準としつ
つ、立立証証のの構構造造（（推推定定））やや適適用用領領域域のの幅幅を調

整して、「中間地帯」をすくい上げて来た。
主要な到達点は以下の通り。 
 

1）EU（欧州連合）の枠組み 

EU（European Union，欧州連合）では、
欧州委員会（European Commission：EU の
行政執行機関）が 2021 年 12 月 9 日に「プ
ラットフォーム労働における労働条件改善
のための指令案（Proposed Directive on 
Improving Working Conditions in Platform 
Work）」を提示し、2024 年に EU Platform 
Work Directive (Directive (EU) 
2024/2831)として発令された。 

この指令の要点は以下の 2 点である。 
第 1 に 、 雇 用 推 定 （ presumption of 

employment）の仕組みを設けた。すなわち、
プラットフォームが報酬決定、業務配分、監
督などの「使用者的機能」を備えている場
合、その就業者を労働者と推定することと
した。これは、プラットフォーム内部の情報
にアクセスしにくい就業者側の不利を補正
し、反証責任をプラットフォーム側に課す
立証設計である。 

第 2 に、アアルルゴゴリリズズムム管管理理のの透透明明化化義義務務
を導入した。これは、プラットフォームが行
うタスク配分や報酬決定の仕組みについて、
意思決定基準の説明義務、一定の人間によ
る関与の義務を課すと共に、さらに就業者
が異議申立てを行う権利を保障するもので
ある。アルゴリズムが就業者を管理する「情
報非対称性」の構造を是正する意義を持つ。 

これらは、形式上「自営業」とされるプラ
ットフォーム就業者に対しても、実態とし
て労働者に近い従属関係に置かれる場合に
は保護を与えるための制度設計であり、EU
による域内各国の一体的な規律の試みであ
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る（石田ほか「第 6 章」〔水町担当〕,2022）。 
 

2）フランスの枠組み 

フランスの労働法制において、労働者性
の判断は伝統的に労労働働契契約約（（ccoonnttrraatt  ddee  
ttrraavvaaiill））をを軸軸にに展展開開さされれててききたた。。そそししてて、、そそ
のの労労働働契契約約のの成成否否をを判判定定すするる核核心心的的なな基基準準
がが、、古古くくかからら用用いいらられれててききたた「「法法的的従従属属関関係係
（（lliieenn  ddee  ssuubboorrddiinnaattiioonn  jjuurriiddiiqquuee））」」ででああるる。。
ここれれはは、、労労働働者者がが使使用用者者のの指指揮揮命命令令にに服服しし、、
そそのの監監督督下下でで労労務務をを提提供供すするる関関係係を意味す
る。フランスの裁判所は、この法的従属関係
の有無を最も基本的な判断枠組みとして、
労働者性を判断してきた。 

もっとも、プラットフォーム経済の拡大
に よ り 、 名 目 的 に は 「 独 立 自 営 業 者
（travailleur indépendant）」とされる者が、
実態としてはプラットフォームのアルゴリ
ズム管理のもとで強い統制を受ける事態が
増えている。そこで、フランスは、伝統的な
「従属関係」基準を維持しつつも、その外縁
に位置する就業者に対して一定の保護を付
与する方向を模索してきた。具体的には、社社
会会保保険険制制度度へへのの加加入入のの機機会会をを拡拡大大したり、
団団体体交交渉渉のの余余地地をを認認めめるるなど、従来の労働
契約モデルの外側に位置する働き手にも部
分的な社会的保護を与える仕組みが形成さ
れつつある。 

これは、労働契約性≒従属関係というフ
ランス固有の基準を中核に据えながら、そ
の周辺に保護を拡張するという漸進的アプ
ローチと評価できる。この試みは EU 全体
で 進 む 雇雇 用用 推推 定定 （（ pprreessuummppttiioonn  ooff  
eemmppllooyymmeenntt））ややアアルルゴゴリリズズムム透透明明化化義義務務等
の制度改革の流れとも連動しており、両者
は呼応し合いながら発展している。雇用推

定は未だ国内法化されていないが、アアルルゴゴ
リリズズムム透透明明性性義義務務については、2016 年の
「 デ ジ タ ル 共 和 国 法 （ Loi pour une 
République numérique）」が、プラットフォ
ームに対し「アルゴリズムの主要な原理を
ユーザーに通知する義務」を課す条項を盛
り込むなどして、むしろ EU の指令発令の
動きに先行したことが窺われる（石田ほか
「第 3 章」〔水町担当〕,2022。ただし、雇用
推定とアルゴリズム透明化義務の国内での
動きは三柴調べ）。 

 

3）イギリスの枠組み 

イ ギ リ ス で は 、 従 前 か ら 就 業 者 を 
eemmppllooyyeeee（（雇雇用用労労働働者者））／／wwoorrkkeerr（（労労働働者者
類類似似））／／sseellff--eemmppllooyyeedd（（自自営営業業者者）） の三類
型に区分して来た。すなわち、19 世紀から
20 世紀にかけて、自営業と雇用労働者の間
に存在する中間的な人 （々零細請負人、依存
的 自 営 業 者な ど ）の 扱い が 問 題 化し 、
eemmppllooyyeeee／／wwoorrkkeerr／／sseellff--eemmppllooyyeedd の三類
型が整理されてきた。このうち worker に
も、最低賃金（National Minimum Wage Act 
1998）、労働時間・有給休暇（Working Time 
Regulations 1998）、雇用平等（Equality Act 
2010）といった基本的保護が及ぶのがイギ
リスの特徴である。 

2021 年の最高裁判決 Uber BV v Aslam 
([2021] UKSC 5, 2021 年 2 月 19 日) は、
Uber のドライバーについて、料金設定、業
務配分、評価、制裁といったアプリによる統
制（control）の全体像を重視し、契約書の
文言ではなく実態に基づいて worker 性を
肯定した。ここに、形式よりも実態を重視す
るイギリス司法の姿勢が鮮明に表れている。
もっとも、その後、Deliveroo の自転車配達
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る（石田ほか「第 6 章」〔水町担当〕,2022）。 
 

2）フランスの枠組み 

フランスの労働法制において、労働者性
の判断は伝統的に労労働働契契約約（（ccoonnttrraatt  ddee  
ttrraavvaaiill））をを軸軸にに展展開開さされれててききたた。。そそししてて、、そそ
のの労労働働契契約約のの成成否否をを判判定定すするる核核心心的的なな基基準準
がが、、古古くくかからら用用いいらられれててききたた「「法法的的従従属属関関係係
（（lliieenn  ddee  ssuubboorrddiinnaattiioonn  jjuurriiddiiqquuee））」」ででああるる。。
ここれれはは、、労労働働者者がが使使用用者者のの指指揮揮命命令令にに服服しし、、
そそのの監監督督下下でで労労務務をを提提供供すするる関関係係を意味す
る。フランスの裁判所は、この法的従属関係
の有無を最も基本的な判断枠組みとして、
労働者性を判断してきた。 

もっとも、プラットフォーム経済の拡大
に よ り 、 名 目 的 に は 「 独 立 自 営 業 者
（travailleur indépendant）」とされる者が、
実態としてはプラットフォームのアルゴリ
ズム管理のもとで強い統制を受ける事態が
増えている。そこで、フランスは、伝統的な
「従属関係」基準を維持しつつも、その外縁
に位置する就業者に対して一定の保護を付
与する方向を模索してきた。具体的には、社社
会会保保険険制制度度へへのの加加入入のの機機会会をを拡拡大大したり、
団団体体交交渉渉のの余余地地をを認認めめるるなど、従来の労働
契約モデルの外側に位置する働き手にも部
分的な社会的保護を与える仕組みが形成さ
れつつある。 

これは、労働契約性≒従属関係というフ
ランス固有の基準を中核に据えながら、そ
の周辺に保護を拡張するという漸進的アプ
ローチと評価できる。この試みは EU 全体
で 進 む 雇雇 用用 推推 定定 （（ pprreessuummppttiioonn  ooff  
eemmppllooyymmeenntt））ややアアルルゴゴリリズズムム透透明明化化義義務務等
の制度改革の流れとも連動しており、両者
は呼応し合いながら発展している。雇用推

定は未だ国内法化されていないが、アアルルゴゴ
リリズズムム透透明明性性義義務務については、2016 年の
「 デ ジ タ ル 共 和 国 法 （ Loi pour une 
République numérique）」が、プラットフォ
ームに対し「アルゴリズムの主要な原理を
ユーザーに通知する義務」を課す条項を盛
り込むなどして、むしろ EU の指令発令の
動きに先行したことが窺われる（石田ほか
「第 3 章」〔水町担当〕,2022。ただし、雇用
推定とアルゴリズム透明化義務の国内での
動きは三柴調べ）。 

 

3）イギリスの枠組み 

イ ギ リ ス で は 、 従 前 か ら 就 業 者 を 
eemmppllooyyeeee（（雇雇用用労労働働者者））／／wwoorrkkeerr（（労労働働者者
類類似似））／／sseellff--eemmppllooyyeedd（（自自営営業業者者）） の三類
型に区分して来た。すなわち、19 世紀から
20 世紀にかけて、自営業と雇用労働者の間
に存在する中間的な人 （々零細請負人、依存
的 自 営 業 者な ど ）の 扱い が 問 題 化し 、
eemmppllooyyeeee／／wwoorrkkeerr／／sseellff--eemmppllooyyeedd の三類
型が整理されてきた。このうち worker に
も、最低賃金（National Minimum Wage Act 
1998）、労働時間・有給休暇（Working Time 
Regulations 1998）、雇用平等（Equality Act 
2010）といった基本的保護が及ぶのがイギ
リスの特徴である。 

2021 年の最高裁判決 Uber BV v Aslam 
([2021] UKSC 5, 2021 年 2 月 19 日) は、
Uber のドライバーについて、料金設定、業
務配分、評価、制裁といったアプリによる統
制（control）の全体像を重視し、契約書の
文言ではなく実態に基づいて worker 性を
肯定した。ここに、形式よりも実態を重視す
るイギリス司法の姿勢が鮮明に表れている。
もっとも、その後、Deliveroo の自転車配達
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員がプラットフォームに対する団体交渉権
を持つかが争点となった Deliveroo 事件
（ Independent Workers Union of Great 
Britain v. Central Arbitration Committee 
and RooFoods Ltd (t/a Deliveroo) [2018] 
EWHC 3342 (Admin)）では、彼らが自由に
他人に仕事を代替させられたこと等を重視
して、労働組合法上の worker には当たらな
いと判断された（石田ほか「第 4 章」〔石田
担当〕,2022）。 

 

4）アメリカの枠組み 

アメリカでは、連邦レベルでも法律ごと
に労働者性の判断基準が異なります。たと
えば、FFLLSSAA（（FFaaiirr  LLaabboorr  SSttaannddaarrddss  AAcctt）） で
は経済的実態テスト（economic realities 
test）、NNLLRRAA（（NNaattiioonnaall  LLaabboorr  RReellaattiioonnss  AAcctt）） 
では common law test を用いるなど、複数
のテストが併存している。このうち前者は、
「名目上の契約形態ではなく、実際の経済
的関係が労働者をどの程度“雇用者に依存
させているか”」を判断するものであり、従
属性の判断基準を「経済的依存（economic 
dependence）」に置く点に特徴がある。 

裁判所は、次のような要素を総合的に考
慮する。 

①使用者が仕事の内容や方法をどの程度
コントロールしているか（degree of control） 

②労働者が利益や損失の機会をどの程度
持っているか（opportunity for profit or loss） 

③労働者が自らの設備や投資をどの程度
行っているか（investment in equipment or 
materials） 

④労務が使用者の事業にどの程度統合さ
れているか（integral part of the business） 

⑤ 労 働 関 係 の 継 続 性 や 恒 常 性

（permanency of the relationship） 
⑥必要な技能の水準（skill and initiative） 
これらの要素から、労働者が「実質的に雇

用主に経済的に依存している」と判断され
れ ば 、 形 式上 の 請負 ・委 託 で あ って も 
employee と認定される。 

後者は、伝統的な英米法の契約関係論に
基づき、使使用用者者のの指指揮揮命命令令権権（（ rriigghhtt  ttoo  
ccoonnttrrooll）） を中心に雇用関係を判断するもの
である。裁判所は、次のような要素を考慮し
て「独立した事業者か使用者の支配下にあ
る雇用労働者か」を判定する。 

①使用者が仕事の手順や方法をどの程度
指示・管理しているか 

②使用者が労働者に労働手段をどの程度
提供しているか、場所の支配力をどの程度
持っているか 

③労働者がどの程度自己の技能や判断に
基づいて独立して業務を行っているか 

④契約の期間や報酬の方法（時間給か成
果給か等） 

⑤双方の関係の恒常性や排他性 
すなわち、NLRA の common law test は、

伝伝統統的的なな「「指指揮揮命命令令関関係係（（ccoonnttrrooll））」」をを中中心心
にに雇雇用用関関係係をを絞絞りり込込むむテテスストトであり、経済
的実態テスト（economic realities test） よ
りも「雇用」と認定される範囲が狭くなる。 

こうした前提のもと、2018 年に、カリフ
ォ ル ニ ア 州 最 高 裁 は 、  Dynamex 
Operations West, Inc. v. Superior Court
（2018 年 4 月 30 日，4 Cal.5th 903）で い
わゆる AABBCC テテスストト を採用した。これは、 

A ： 指 揮 命 令 か ら 独 立 し て い る か
（Absence of control）、 

B：使用者の通常業務とは異なる業務か
（Business of the employer）、 

－ 227 －



分担研究報告書（三柴 丈典〔AIWM〕） 

C ： 独 立 し た 事 業 を 営 ん で い る か
（Customarily engaged in an independently 
established business） 

の 3 要件をすべて満たさない限り労働者
と推定するものである。 

こ の 基 準 は 州 法 に も 取 り 込 ま れ 、
CCaalliiffoorrnniiaa  AAsssseemmbbllyy  BBiillll  NNoo..55（（AABB55，，22001199
年年）） が制定された。AB5 は、例外（音楽家、
新聞配達など）を列挙しつつ、ABC 原則を
採用して、従属的な自営業者についても、雇
用推定の方向に舵を切った。従属性が認め
られれば、最低賃金、残業手当、失業保険、
労災補償、差別禁止など、フフルルセセッットトのの労労働働
法法上上のの保保護護が及ぶ。 

しかし、2020 年の住民投票で、配車・配
達 ア プ リ の 運 転 手 を 対 象 に し た
PPrrooppoossiittiioonn  2222 （（ AApppp--BBaasseedd  DDrriivveerrss  aass  
CCoonnttrraaccttoorrss  aanndd  LLaabboorr  PPoolliicciieess  IInniittiiaattiivvee））
が可決された。これは、配配車車・・配配達達ププララッットト
フフォォーームムののドドラライイババーーにに限限っってて  AABB55  のの枠枠
外外 にに 置置 きき 、、 法法 的的 にに はは   iinnddeeppeennddeenntt  
ccoonnttrraaccttoorr  ののまままま扱扱ううという「特則」を作る
ものだった。ただし、アプリ事業者に対し、
①最最低低収収入入フフロロアア（例：現に乗車等に従事し
ている時間＝“engaged time”に対し、地域最
低賃金の一定倍率と費用補填を上乗せす
る）、②健健康康保保険険補補助助（従事時間に応じた保
険料の補助）、③労労災災にに相相当当すするる災災害害へへのの補補
償償（（傷傷害害・・死死亡亡給給付付））、④対対人人・・対対物物保保険険、
⑤一定の差差別別防防止止やや安安全全対対策策等の限定的な
保護（セーフティネット）を義務づけた。要
するに、雇用に切り替えて団結権や失業保
険といった中核的保護は及ばせないが、独
立自営業者としつつも最低限のセーフティ
ーネットを設けた（石田ほか「第 5 章」〔竹
内〔奥野〕担当〕, 2022）。 

 

5）ドイツの枠組み 

ドイツ法は、Arbeitnehmer（雇用労働者）
のの外外縁縁にに arbeitnehmerähnliche Person（雇
用類似者／依存的自営）というカテゴリー
を設けている。これは、形式上は自営業であ
っても、特定の発注者に経済的に強く依存
している就業者であり、雇用労働者に対す
る一部の保護（労働時間規制、休暇、最低水
準の報酬など）が拡張される。いわば、雇用
と自営の中間に位置する層を拾い上げるた
めの制度的工夫である（石田ほか「第 2 章」
〔橋本担当〕）。 
 

6）観察される共通の方向性 

11．．基基本本的的ににはは人人的的××経経済済的的従従属属性性の 2 軸軸
に立ちつつ、 

22．．管管理理／／統統合合性性／／事事業業者者性性の 3 視点で実実
態態重重視視の判断を行い、 

3．立証構造（推定）を調整し、 
44．．適適用用領領域域（（最最低低賃賃金金・・労労災災・・安安全全衛衛生生

ななどど））のの““幅幅””をを広広げげてて「「中中間間地地帯帯」」をを拾拾いい上上
げげるる。 

 
参参照照文文献献（（章章執執筆筆者者をを明明記記））  

・・石石田田信信平平・・竹竹内内（（奥奥野野））寿寿・・橋橋本本陽陽子子・・
水水町町勇勇一一郎郎『デジタルプラットフォームと
労働法』東京大学出版会，2022． 
 — 第第 11 章章／／第第 33 章章／／第第 66 章章（水水町町勇勇一一
郎郎）：日本法、EU 法、フランス法。 
 — 第第 22 章章（橋橋本本陽陽子子）：ドイツ法。 
 — 第第 44 章章（石石田田信信平平）：イギリス法。 
 — 第第 55 章章（竹竹内内〔〔奥奥野野〕〕寿寿）：アメリカ
法。 
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2－5）国内学説と制度動向 

（1）日本の学説：2つの従属性＋実態重視
という骨格 

日本でも、名目は自自営営（（sseellff--eemmppllooyyeedd））
ででああっっててもも、、アアルルゴゴリリズズムム管管理理（（aallggoorriitthhmmiicc  
mmaannaaggeemmeenntt））をを通通じじてて仕仕事事のの割割当当、、単単価価、、
評評価価、、停停止止をプラットフォーム側が一体的
にコントロールし、働き手が実実質質的的にに従従属属
する「中間地帯」が厚みを増している。この
「中間地帯」を、雇雇用用類類似似就就業業者者あるいは依依
存存的的自自営営（（ddeeppeennddeenntt  sseellff--eemmppllooyyeedd））ととしし
てて把把ええるる議議論論もも出出ててききてていいるる（（鎌鎌田田、、22001199））。。 

こうした動きを受け、日本の学説でも、AI
（Artificial Intelligence：人工知能）とプラ
ットフォームがもたらす就業構造の変化に
対応するため、上掲のような比較法制度研
究などを参考にして、人人的的従従属属性性（（ppeerrssoonnaall  
ssuubboorrddiinnaattiioonn））とと経経済済的的従従属属性性（（eeccoonnoommiicc  
ddeeppeennddeennccee））をを併併せせてて評評価価し、さらに管管理理
（（mmaannaaggeemmeenntt））／／統統合合性性（（iinntteeggrraattiioonn））／／
事事業業者者性性（（bbuussiinneessss  oowwnneerrsshhiipp））のの 33 視視点点でで
実実態態をを丹丹念念にに読読むむという労働者の判断枠組
みが共有されつつある（石田ほか「「第第 11 章章」」
「「第第 33 章章」」〔〔水水町町担担当当〕〕，2022）。 
 その結果、就労者は概ね以下の 3 層に区
分できると考えられるようになって来てい
る。 

第第 11 層層：：雇雇用用労労働働者者（（eemmppllooyyeeee）） 
 人的従属性が顕著な者（勤務時間・場所・
方法の拘束、懲戒・服務規律、労務を拒否し
た場合の実質的な制裁など）。 

第第 22 層層：：依依存存的的自自営営（（ddeeppeennddeenntt  sseellff--
eemmppllooyyeedd／／雇雇用用類類似似就就業業者者）） 
 契約形式は自営・請負だが、経経済済的的従従属属性性
（単単一一又又はは主主要要なな発発注注者者へへのの依依存存、価格・支
払期日などの一一方方的的決決定定にさらされる度合

い。要は、相手方への事業ないし生計の依存
度）や事事業業的的従従属属性性（プラットフォーム規
約・アルゴリズムへの統統合合〔〔iinntteeggrraattiioonn〕〕、
仕事の割当、評価、停止の自自動動化化ななどど、、事事業業
のの仕仕組組みみにに組組みみ入入れれらられれてていいるるかか）が中程
度以上に認められる者。 

第第 33 層層 ：： 独独 立立 自自 営営 （（ ggeennuuiinneellyy  sseellff--
eemmppllooyyeedd）） 
 自ら複数顧客、価格交渉力、設備を保有
し、就労の代替性もあるなど、従従属属性性がが低低いい
者者。 

その上で、従来の労働法による労働者保
護の枠組みの適切な適用と合わせ、フリー
ランス新法、下請法、独占禁止法等による取
引の適正、労災保険、健康保険等の社会保障
の適用を、第 1 層→第 2 層→第 3 層の順で
濃淡をつけて図ることが、保護設計として
適当との考え方が示されている（鎌田 耕
一・長谷川 聡（編）、2025．，とりわけ経済
法・社会保障関係各章〔第 2 章第 4 節、第
5 節等〕。三柴 b、2025 も同旨）。 
 
（2）国内の法政策の動向：取引の適正化と
安全衛生対策 

法制度面では、まず、取取引引のの適適正正化化（（経経済済
産産業業省省所所管管））と就就業業条条件件のの改改善善（（厚厚生生労労働働省省
所所管管））を目的とする「特定受託事業者に係る
取引の適正化等に関する法律（いわゆるフフ
リリーーラランンスス新新法法，2023 年法律第 25 号）」が
成立した。この法律は、従従業業員員をを使使用用せせずず個個
人人でで業業務務委委託託をを受受けけるる者者（（特特定定受受託託事事業業者者））
と、これに業務を委託する発発注注事事業業者者との
取取引引関関係係のの透透明明化化をを図図るるもので、主主たたるる目目
的的はは経経済済法法的的なな取取引引のの公公正正化化にあり、直接
の労働条件規制ではない。 

同法は、発注事業者に対し、契約内容の透
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明化と取引の公正確保のために次の義務を
課している。 
 第 1 に、契契約約条条件件の書面又は電磁的記録
による明明示示義義務務（業務内容、報酬額、支払期
日、成果物の取扱い等）を定め、契約時点で
情報の非対称を是正する仕組みを整えた。 
 第 2 に、報報酬酬支支払払期期日日のの設設定定義義務務および
60 日以内の支払原則を明示し、遅延払いや
不払いを防止している。 
 第 3 に、不不当当なな取取引引行行為為のの禁禁止止を掲げ、
具体的には、（1）正当な理由のない発注取
消し・解約の禁止、（2）成果物の受領拒否や
返品強要の禁止、（3）報酬額の一方的減額
の禁止、（4）受託者に対する経済的優越地
位の濫用（商品等の供給拒否、関係事業者か
らの供給拒否の根回し、不当な不利益の押
しつけ等）の禁止、（5）再委託の強制や必要
以上の指揮監督の禁止、などが挙げられる。
これらの定めは、下請代金支払遅延等防止
法の規律を参照しつつ、個人請負関係にも
適用すべきものを適用可能なように形成し
たものである。 
 さらに、発注者には、ハラスメント防止へ
の配慮義務（育児・介護・妊娠・出産に関す
る不当な取扱いの禁止を含む）や、契約解
除・取引停止の際の事前予告義務（原則 30
日前）が課されている。 

フリーランス新法の適用対象となる発注
者は、「業務委託事業者」と「特定業務委託
事業者」の 2 種類だが、同法は、組織化さ
れた事業者と個人事業者との格差の救済を
図る趣旨から、後者を主な名宛人としてい
る。「特定業務委託事業者」は、従業員を使
用する個人と 2 人以上の役員がいるか従業
員を使用する法人を指す（第 2 条第 6 項第
1 号、第 2 号）。要するに、フリーランスで

はない発注事業者であり、契約条件明示の
ほか、報酬支払期限、種々の行為の禁止、契
約解除等の予告、ハラスメント対策、妊娠出
産育児等への配慮等が課される。フリーラ
ンスを含む業務委託事業者にも、契約条件
明示義務のみ課される。 

このように、本法は、従来「契約自由」の
名の下に放置されていたフリーランス取引
に、取引の適正化とそれらを通じた就業条
件の保護のための体系的な規律をもたらし
た。しかし、取引安定化のための規律は弱
く、受託者が次の仕事が欲しいからこそ無
理な働き方をする可能性を考えれば、現行
規制のままでの就業条件保護は困難であろ
う。 

他方で、労労働働安安全全衛衛生生法法（（IInndduussttrriiaall  SSaaffeettyy  
aanndd  HHeeaalltthh  AAcctt））はは、、建建設設アアススベベスストト（（神神奈奈
川川第第 11 陣陣））訴訴訟訟最最判判（（最最 11 小小判判令令和和 33 年年 55
月月 1177 日日民民集集 7755 巻巻 55 号号 11335599 頁頁等等））にに触触発発
さされれてて、、一一連連のの規規則則改改正正のの後後、、22002255 年年にに本本
法法がが改改正正さされれたた（（令令和和 77 年年法法律律第第 3333 号号））。。  

本本改改正正でではは、、個個人人事事業業者者やや現場作業に従
事する事業主本人・役員とといいっったた層層にに安全
衛生的な保護と自身や周囲を保護するため
の諸措置の義務づけをを及及ぼぼすす方方向向にに踏踏みみ出出
ししたた。。  

ととりりわわけけ、、「事業を行う者」（（労労働働者者をを使使用用
すするるかか否否かかをを問問わわずず、、事事業業をを営営むむ主主体体））とと
「作業従事者」（（労労働働者者のの他他、、請請負負等等でで当当該該
事事業業のの現現場場作作業業にに従従事事すするる個個人人事事業業者者、、通通
常常のの事事業業者者、、小小規規模模法法人人事事業業のの代代表表者者やや役役
員員ななどどのの自自然然人人））とといいうう概概念念をを新新たたにに設設けけ、、
複複数数のの事事業業者者のの労労働働者者ららがが混混在在ししてて働働くくひひ
ととままととままりりのの場場所所（（一一のの場場所所））のの統統括括管管理理
（（連連絡絡調調整整、、危危険険防防止止のの管管理理等等））やや、、一一のの場場
所所ににととららわわれれずず、、建建設設物物等等のの物物のの安安全全確確保保
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明化と取引の公正確保のために次の義務を
課している。 
 第 1 に、契契約約条条件件の書面又は電磁的記録
による明明示示義義務務（業務内容、報酬額、支払期
日、成果物の取扱い等）を定め、契約時点で
情報の非対称を是正する仕組みを整えた。 
 第 2 に、報報酬酬支支払払期期日日のの設設定定義義務務および
60 日以内の支払原則を明示し、遅延払いや
不払いを防止している。 
 第 3 に、不不当当なな取取引引行行為為のの禁禁止止を掲げ、
具体的には、（1）正当な理由のない発注取
消し・解約の禁止、（2）成果物の受領拒否や
返品強要の禁止、（3）報酬額の一方的減額
の禁止、（4）受託者に対する経済的優越地
位の濫用（商品等の供給拒否、関係事業者か
らの供給拒否の根回し、不当な不利益の押
しつけ等）の禁止、（5）再委託の強制や必要
以上の指揮監督の禁止、などが挙げられる。
これらの定めは、下請代金支払遅延等防止
法の規律を参照しつつ、個人請負関係にも
適用すべきものを適用可能なように形成し
たものである。 
 さらに、発注者には、ハラスメント防止へ
の配慮義務（育児・介護・妊娠・出産に関す
る不当な取扱いの禁止を含む）や、契約解
除・取引停止の際の事前予告義務（原則 30
日前）が課されている。 

フリーランス新法の適用対象となる発注
者は、「業務委託事業者」と「特定業務委託
事業者」の 2 種類だが、同法は、組織化さ
れた事業者と個人事業者との格差の救済を
図る趣旨から、後者を主な名宛人としてい
る。「特定業務委託事業者」は、従業員を使
用する個人と 2 人以上の役員がいるか従業
員を使用する法人を指す（第 2 条第 6 項第
1 号、第 2 号）。要するに、フリーランスで

はない発注事業者であり、契約条件明示の
ほか、報酬支払期限、種々の行為の禁止、契
約解除等の予告、ハラスメント対策、妊娠出
産育児等への配慮等が課される。フリーラ
ンスを含む業務委託事業者にも、契約条件
明示義務のみ課される。 

このように、本法は、従来「契約自由」の
名の下に放置されていたフリーランス取引
に、取引の適正化とそれらを通じた就業条
件の保護のための体系的な規律をもたらし
た。しかし、取引安定化のための規律は弱
く、受託者が次の仕事が欲しいからこそ無
理な働き方をする可能性を考えれば、現行
規制のままでの就業条件保護は困難であろ
う。 

他方で、労労働働安安全全衛衛生生法法（（IInndduussttrriiaall  SSaaffeettyy  
aanndd  HHeeaalltthh  AAcctt））はは、、建建設設アアススベベスストト（（神神奈奈
川川第第 11 陣陣））訴訴訟訟最最判判（（最最 11 小小判判令令和和 33 年年 55
月月 1177 日日民民集集 7755 巻巻 55 号号 11335599 頁頁等等））にに触触発発
さされれてて、、一一連連のの規規則則改改正正のの後後、、22002255 年年にに本本
法法がが改改正正さされれたた（（令令和和 77 年年法法律律第第 3333 号号））。。  

本本改改正正でではは、、個個人人事事業業者者やや現場作業に従
事する事業主本人・役員とといいっったた層層にに安全
衛生的な保護と自身や周囲を保護するため
の諸措置の義務づけをを及及ぼぼすす方方向向にに踏踏みみ出出
ししたた。。  

ととりりわわけけ、、「事業を行う者」（（労労働働者者をを使使用用
すするるかか否否かかをを問問わわずず、、事事業業をを営営むむ主主体体））とと
「作業従事者」（（労労働働者者のの他他、、請請負負等等でで当当該該
事事業業のの現現場場作作業業にに従従事事すするる個個人人事事業業者者、、通通
常常のの事事業業者者、、小小規規模模法法人人事事業業のの代代表表者者やや役役
員員ななどどのの自自然然人人））とといいうう概概念念をを新新たたにに設設けけ、、
複複数数のの事事業業者者のの労労働働者者ららがが混混在在ししてて働働くくひひ
ととままととままりりのの場場所所（（一一のの場場所所））のの統統括括管管理理
（（連連絡絡調調整整、、危危険険防防止止のの管管理理等等））やや、、一一のの場場
所所ににととららわわれれずず、、建建設設物物等等のの物物のの安安全全確確保保
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（（危危険険ををももたたららすす物物ににかかかかるる掲掲示示、、立立入入禁禁
止止、、使使用用制制限限等等））、、雇雇いい入入れれ時時・・作作業業条条件件変変
更更時時教教育育やや危危険険有有害害業業務務にに就就かかせせるる際際のの特特
別別教教育育のの実実施施とといいっったた中中核核条条項項のの保保護護範範囲囲
をを彼らに広げたこと、彼らにもそうした措
置に応じる義務を課したことが特筆される。
一定の危険作業が行われる場所については、
作業場所管理責任者という概念が新設され、
その保護対象にも作業従事者が含められた。 

たとえば、配車プラットフォーム経由で
運送業務を受注する個個人人ドドラライイババーーがが、、複複
数数事事業業者者のの雇雇用用労労働働者者やや個個人人事事業業主主が混在
し、危危険険機機械械がが稼稼働働すするる物物流流ヤヤーードドでで荷役
補助を行う場面を考える。改正前は、自自営営のの
たためめ、掲掲示示・・立立入入禁禁止止・・退退避避等の措置の保護
対象や教教育育の対象から漏れる可能性が高か
った。改正後は、元方事業者による統統括括管管理理
（（連連絡絡調調整整、、危危険険防防止止のの管管理理等等））の対象とさ
れ、危危険険機機械械のの使使用用制制限限が労労働働者者とと同同場場所所
でで作作業業すするる作作業業従従事事者者にも及ぶ他、雇入れ
時・作業条件変更時教育や特特別別教教育育の実施
及び本人の受講が求められることとなった。 

これは、建設業や製造業における労使関
係の規律を中心に残しつつも、三柴が唱え
たリスク創出者管理責任負担原則（リスク
の情報と管理権限を持つ者が管理責任を負
うべきとする考え方）の法制化へ向けて第
一歩を踏み出したとも言える。しかし、安衛
法の基本基準である法第 20 条から第 25 条
の 2 は、第 25 条の 2 の保護対象が作業従
事者とされた他、依然として事業者による
労働者保護の定めとなっており、紐付く規
則条項が先行して作業従事者保護を定める
など、ねじれが生じているし、健康管理等へ
の対応などは概ね努力義務やガイドライン
での誘導になっている（三三柴柴丈丈典典 aa，2025）。

もっとも、健康管理は、一律の義務化にはな
じまない。まずは健康の定義を、精神的、身
体的、社会的健康の全てとするウェルビー
イング志向の理想的定義から、そのいいずずれれ
をを重重視視すするるかかをを専専門門家家ととのの協協議議にに基基づづいいてて
「「選選択択すするるこことと」」とといいうう現現実実的的ななももののへへとと
再再定定義義し、仕仕事事やや人人ととのの相相性性合合わわせせ（（配配置置やや
職職務務割割当当））をを誘誘うう人人事事労労務務的的なな観観点点が必要
と思われる（三柴丈典 b, 2025）。 

 

2－6）小括 

AI とプラットフォーム経済の進展により、
形式上は自営業者であっても、アルゴリズ
ムによる作業指示・評価・報酬決定などの管
理下で働く「中間的就業者」が急増してい
る。その結果、労働者概念を雇用契約の有無
によって画一的に区分することは困難とな
った。 

比較法上は、EU の雇用推定制度やフラン
スの法的従属関係理論、イギリスの worker
概念、米国の economic realities test や ABC
テスト、ドイツの雇用類似者保護など、人的
従属性と経済的従属性を併せて判断する枠
組みが共通して発展している。日本でもこ
の潮流を受け、管理・統合性・事業者性の三
視 点 か ら 実 態 を 精 査 し 、 employee ／
dependent self-employed ／ self-employed
の三層構造で保護の濃淡を設計する考え方
が共有されつつある。 

労働安全衛生法上の労働者は、三柴が唱
えるリスク創出者管理責任負担原則（リス
クの情報と管理権限を持つ者が管理責任を
負担すべきとの考え方）を念頭に、人的従属
性の強い第 1 層を中心に、第 2 層の依存的
自営や第 3 層であっても包摂する方向で再
定義されるべき段階にある。 
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ついて」『日本産業保健法学会誌』4巻 2号，
2025. 
・・三三柴柴丈丈典典 bb「労働時間と健康確保――労

働基準法と労働安全衛生法の接合をめぐっ
て」リクルートワークス研究所，2025 年 3
月 4 日 公 開 ． https://www.works-
i.com/research/health_safety_interview_mi
shiba 
 

3）個人事業者に対する安全衛生施策

は、具体的にはどのように講じるべき

か 

 

3－1）学説：義務主体の拡張原理――リス
ク創出者管理責任負担原則 

個人事業者（フリーランス・ギグワーカー
を含む）を安全衛生政策の対象とするうえ
で、まず整理すべきは、「誰に」管理義務（名
宛人としての義務）を負わせるのかという
原理である。三柴は、「副業・兼業者、フリ
ーランスに対する安全衛生法政策に関する

試論」で、リリススクク創創出出者者管管理理責責任任負負担担原原則則を
提示した。すなわち、業業務務上上ののリリススククをを創創出出
ししたたりり、、そそのの情情報報ににアアククセセススしし、、かかつつ制制御御でで
ききるる立立場場ににああるる主主体体がが、、合合理理的的にに可可能能なな範範
囲囲でで予予防防・・調調整整のの管管理理義義務務をを負負ううべきだと
するものである（三柴 2020, p. 7）。 
この原則は後続のギグワーカーに関する

論文で制度的に具体化され、ププララッットトフフォォ
ーームム事事業業者者や大大規規模模発発注注者者など、就業条件・
作業フローを実実質質的的にに設設計計・・運運用用する側に、
①リリススククアアセセススメメンントト（危険の把握・評価・
低減策の選定）、②結結果果とと低低減減策策のの就就労労者者へへ
のの周周知知、③安安全全衛衛生生にに関関すするる団団体体的的協協議議へへ
のの誠誠実実対対応応を一般的義務として割り当てる
べきだ等の提案を行った（三柴・倉重・中澤 
2022, p.65）。ここでの着眼点は、契約名目
ではなく、「支配・管理可能性（リスクを左
右できる力）」に義務を結び付けることにあ
った。 
なお、家内労働法（1970 年）は、委委託託者者

に機械・原材料等の安全確保、リスク情報の
提供、長時間抑制への配慮等を課すという
「雇用外保護」の先例であり、その構造は現
代的な就労にも応用できる（北岡、2025, 
pp.436-438）。 
なお、民民事事上上のの安安全全配配慮慮義義務務にに関関すするる裁

判例は、特特別別のの社社会会的的接接触触関関係係や支支配配・・管管理理
可可能能性性がある限り、雇用契約がなくても安安
全全配配慮慮義義務務を肯定し得る旨の判断を蓄積し
ており、立立法法のの空空白白をを部部分分的的にに埋埋めめるる役割
を果たしている（三柴，2017、三柴，2014）。
根無しの規則やガイドラインも、こうした
法理による民事上の解決や予防効果を期待
していると考えられる。 
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3－2）令和 7年安衛法改正の概要 

令令和和 77 年年のの労労働働安安全全衛衛生生法法改改正正（（令令和和 77
年年法法律律第第 3333号号））ににもも、、リリススクク創創出出者者管管理理責責
任任負負担担原原則則はは反反映映さされれてていいるる。。本本改改正正のの背背
景景には 2つの流れがあった。第 1に、副業・
兼業・ギグワークの広まりで、労労働働契契約約のの外外
側側でリスクに曝される就業者が増えたこと。
第 2 に、前掲の令和 3 年の建設アスベスト
訴訟最高裁判決でで、、職職場場環環境境整整備備やや危危険険情情
報報のの伝伝達達等等のの規規制制趣趣旨旨はは非労働者（一人親
方等）にも及び得ると判示されたことであ
る。 
もっとも、安衛法の心心臓臓部部である第第 2200条条

～～第第 2255 条条のの 22（危害防止の基本規範）は、
第 25 条の 2 の保護対象が作業従事者とさ
れた他、「「事事業業者者がが労労働働者者をを保保護護すするる」」とといい
うう伝伝統統的的構構造造をを維維持持ししてていいるる。。今今回回のの改改正正
はは、、ここのの基基本本構構造造をを温温存存したまま、定定義義・・準準
用用（（＊＊））・・規規則則を整備ないし変更して現現場場実実
装装をを先先行行させるという二二層層構構造造の解決策が
採られた。そのため、体系としては、「名宛
人は事業者、保護対象は労働者」とといいうう条条項項
とと、、労労働働者者もも個個人人事事業業者者もも含含むむ「作業従事者
等を保護」すするる新新設設条条項項・・規規則則ががまだらにに並並
存存すするる、、いいわわばば“ねじれ”の状態にある（三柴 
2025, pp.3-4〔ページ数は予定〕）。 
 
＊準用：ここでは、作業従事者等の新たな

対象を保護する規定に、既存の事業者が労
働者を保護する旨の規定を準用するという
趣旨。 

 
この改正の中核は、「「作作業業従従事事者者」」とといいうう

保保護護対対象象概概念念のの新新設設ににああるる。。ここれれはは、、雇雇用用労労
働働者者にに限限ららずず、、請請負負契契約約等等にに基基づづきき現現場場でで
作作業業すするる個個人人事事業業者者――――事事業業主主本本人人、、小小規規

模模事事業業者者のの代代表表者者・・役役員員ななどどのの自自然然人人――
を指す。多くの場合に「労働者と同じ場所で
作業すること」との要件を付すことでで、、以以下下
のの面的保護が及ぶよう整備された（三柴 
2025, pp.4–10〔ページ数は予定〕）。 
・・混混在在現現場場（同一場所で複数の事業者の

人員が同時並行で作業する現場）における
統統括括管管理理（危険情報の共有・連絡調整・退避
手順の指示等による体系的な安全管理）の
対象とする（法第 30 条、第 30 条の 2 な
ど）。作業従事者にも、管理への対応義務を
課す。 
・・建建設設物物等等（建設物・設備・危険機械等）

やリリーーススさされれるる物物（重機、建築物）の安全確
保（法 31 条・33 条・34条・43条・45条）：
それらの物物のの安安全全化化、リリススククのの伝伝達達等によ
る保護を、作業従事者に拡張した。また、基
準未充足の危険機械は、作業従事者に使使用用
ささせせるるここととをを禁禁止止し、作作業業従従事事者者にによよるる使使
用用もも禁禁止止した。 
・・教教育育については、危険有害業務に就く

作作業業従従事事役役員員等等（現場作業に実際に従事す
る事業主本人・法人代表者・役員）に雇雇入入れれ
時時・・作作業業条条件件変変更更時時教教育育、、特特別別教教育育のの受受講講義義
務務やや安安全全衛衛生生水水準準向向上上教教育育のの受受講講のの努努力力義義
務務をを課課すす（法第 59 条 4 項、第 60 条の 2）。 
・・申申告告・・報報告告については、作作業業従従事事者者ににもも

申申告告権権を認め、休休業業 44 日日以以上上の死傷等の報
告ルート（特定注文者・場所管理者経由で監
督署へ）を設計する（法第 97 条、法文は枠
組みだけ定めており、予定の詳細は「個人事
業者等に対する安全衛生対策のあり方に関
する検討会報告書」〔令和 5年 10 月 27日〕
に示されている）。 
 
では、本改正で、措置義務の名宛人は修正
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されたか。 
本改正の中心となった混在作業現場の統

括管理の名宛人は、従前から、元元方方（（特特定定元元
方方））事事業業者者、注注文文者者、特定の機機械械やや建建築築物物のの
貸貸与与者者（（リリーースス業業者者））だった。また、保護対
象が作業従事者に変更された第 25 条の 2
（災災害害時時救救助助ににおおけけるる二二次次被被害害防防止止措措置置のの
定定めめ）も、名宛人は事業者のままである。まま
たた、、特特別別教教育育等等のの実実施施のの対対象象者者ととししてて労労働働
者者のの他他にに作作業業従従事事役役員員等等（（現現場場作作業業にに従従事事
すするる事事業業主主本本人人やや法法人人役役員員））がが加加ええらられれたた
第第 5599 条条おおよよびび第第 6600条条のの 22 もも同同様様ででああるる。。 
結局、令令和和 77 年年改改正正でで名宛人が新たに拡

張されたのは「「作作業業場場所所管管理理事事業業者者」」にに限限らら
れれるる（法第 26 条、第 33条第 3項のように、
保護対象に対応義務を求める規定を除く）。
それ以外では、義義務務のの保保護護対対象象がが「「労労働働者者」」
かからら「「作作業業従従事事者者」」へへとと拡拡張張された規定で
も、名名宛宛人人そそののももののはは従従前前どどおおりりとされた。
ただし、元方（特定元方）事業者の場合、そ
の定義が「労働者」の混在作業現場を統括管
理する者とされていたので、「労働者」が「作
業従事者」に変更されることで、意味する範
囲が若干拡大した。 
例示すれば以下の通り。 
・・元元方方（（特特定定元元方方））事事業業者者（法第 15 条、

第 30 条、第 30 条の 2 等） 
従来から、複数事業者の労働者が混在して
働く同一の場所（一の場所）での統統括括管管理理を
担う名宛人であった。本改正では、混混在在作作業業
のの認認定定要要件件が、「元方の労働者と関係請負人
の労働者」が混在して働く状況から、その
「「いいずずれれかかとと請請負負等等のの関関係係ににああるる者者（（＝＝作作
業業従従事事者者））」」がが混混在在ししてて働働くく状状況況へへとと拡張さ
れたため、意味する範囲が若干拡大された。 
・・注注文文者者（法第 31 条、第 31 条の 4） 

従前から、建築物、設備、原材料（建築物等）
の管理者に、それらの管理義務を課したり
（第 31 条）、その請請負負人人にに対対すするる違違法法・・危危
険険なな作作業業指指示示（（＊＊正正確確ににはは、、そそのの指指示示にによよ
りり、、直直接接のの請請負負人人ややそそれれよよりり後後次次のの請請負負人人
のの労労働働者者がが違違法法・・危危険険なな作作業業をを行行ううこことととと
ななるる指指示示））を禁じた定め（第 31 条の 4）の
名宛人であった。本改正で、管理する建築物
等を使用させる者の関係請負人の「労働者」
や、指示により安衛法違反を生じるおそれ
のある直接の請負人やそれより後次の請負
人の「労働者」が、同じく「作作業業従従事事者者」へ
と拡張された。これらは、規制の保護対象を
拡張する趣旨である。 
・・重重機機、、建建築築物物等等のの貸貸与与者者（（リリーースス業業者者））

（法第 33 条、第 34 条） 
従来から、貸貸与与物物のの安安全全確確保保ややリリススククのの伝伝
達達などの義務を負う名宛人であった。本改
正により、貸貸与与先先（（受受リリーースス者者））が「事事業業者者」
から個人事業者も含む「事事業業をを行行うう者者」へと
拡張し、リース業者による措置の保護対象
が拡張されると同時に、重機リースがオペ
レータ付きで行われる際には、そのオペレ
ータに自身が認識するリスク情報の提供義
務を負う者の範囲が拡張されることにもな
った。 
・・作作業業場場所所管管理理事事業業者者（法第 30 条の 4） 

令令和和 77 年年改改正正でで新新設設さされれたた名名宛宛人人ででああるる。
契約関係ではなく、混在作業が行われる「場
所の管理」という実態にに基基づづきき、、連絡調整の
統括管理義務をを負負うう。。すすななわわちち、、11つつのの発発注注
者者にによよりり分分割割発発注注さされれてていいるるかか、、縦縦方方向向にに
重重層層的的請請負負構構造造ががああるるかか等等にに関関わわりりななくく、、
同同一一場場所所でで異異ななるる事事業業者者のの作作業業従従事事者者がが混混
在在ししてていいてて、、そそののううちち誰誰かかがが危危険険作作業業をを行行
うう場場合合、、そそのの場場所所をを管管理理すするる者者にに管管理理責責任任
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結局、令令和和 77 年年改改正正でで名宛人が新たに拡

張されたのは「「作作業業場場所所管管理理事事業業者者」」にに限限らら
れれるる（法第 26 条、第 33条第 3項のように、
保護対象に対応義務を求める規定を除く）。
それ以外では、義義務務のの保保護護対対象象がが「「労労働働者者」」
かからら「「作作業業従従事事者者」」へへとと拡拡張張された規定で
も、名名宛宛人人そそののももののはは従従前前どどおおりりとされた。
ただし、元方（特定元方）事業者の場合、そ
の定義が「労働者」の混在作業現場を統括管
理する者とされていたので、「労働者」が「作
業従事者」に変更されることで、意味する範
囲が若干拡大した。 
例示すれば以下の通り。 
・・元元方方（（特特定定元元方方））事事業業者者（法第 15 条、

第 30 条、第 30 条の 2 等） 
従来から、複数事業者の労働者が混在して
働く同一の場所（一の場所）での統統括括管管理理を
担う名宛人であった。本改正では、混混在在作作業業
のの認認定定要要件件が、「元方の労働者と関係請負人
の労働者」が混在して働く状況から、その
「「いいずずれれかかとと請請負負等等のの関関係係ににああるる者者（（＝＝作作
業業従従事事者者））」」がが混混在在ししてて働働くく状状況況へへとと拡張さ
れたため、意味する範囲が若干拡大された。 
・・注注文文者者（法第 31 条、第 31 条の 4） 

従前から、建築物、設備、原材料（建築物等）
の管理者に、それらの管理義務を課したり
（第 31 条）、その請請負負人人にに対対すするる違違法法・・危危
険険なな作作業業指指示示（（＊＊正正確確ににはは、、そそのの指指示示にによよ
りり、、直直接接のの請請負負人人ややそそれれよよりり後後次次のの請請負負人人
のの労労働働者者がが違違法法・・危危険険なな作作業業をを行行ううこことととと
ななるる指指示示））を禁じた定め（第 31 条の 4）の
名宛人であった。本改正で、管理する建築物
等を使用させる者の関係請負人の「労働者」
や、指示により安衛法違反を生じるおそれ
のある直接の請負人やそれより後次の請負
人の「労働者」が、同じく「作作業業従従事事者者」へ
と拡張された。これらは、規制の保護対象を
拡張する趣旨である。 
・・重重機機、、建建築築物物等等のの貸貸与与者者（（リリーースス業業者者））

（法第 33 条、第 34 条） 
従来から、貸貸与与物物のの安安全全確確保保ややリリススククのの伝伝
達達などの義務を負う名宛人であった。本改
正により、貸貸与与先先（（受受リリーースス者者））が「事事業業者者」
から個人事業者も含む「事事業業をを行行うう者者」へと
拡張し、リース業者による措置の保護対象
が拡張されると同時に、重機リースがオペ
レータ付きで行われる際には、そのオペレ
ータに自身が認識するリスク情報の提供義
務を負う者の範囲が拡張されることにもな
った。 
・・作作業業場場所所管管理理事事業業者者（法第 30 条の 4） 

令令和和 77 年年改改正正でで新新設設さされれたた名名宛宛人人ででああるる。
契約関係ではなく、混在作業が行われる「場
所の管理」という実態にに基基づづきき、、連絡調整の
統括管理義務をを負負うう。。すすななわわちち、、11つつのの発発注注
者者にによよりり分分割割発発注注さされれてていいるるかか、、縦縦方方向向にに
重重層層的的請請負負構構造造ががああるるかか等等にに関関わわりりななくく、、
同同一一場場所所でで異異ななるる事事業業者者のの作作業業従従事事者者がが混混
在在ししてていいてて、、そそののううちち誰誰かかがが危危険険作作業業をを行行
うう場場合合、、そそのの場場所所をを管管理理すするる者者にに管管理理責責任任
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をを負負わわせせるるここととととししたたももののででああるる。。従従前前のの
元元方方とと関関係係請請負負人人間間のの縦縦のの関関係係のの規規律律でではは
拾拾いいににくくいい横断的な場のリスクを、場場所所管管
理理の視点で補完したものであり、本条の適
用の前提となる混在作業の定義が、作業場
所管理事業者の作業従事者と請負人の作業
従事者の混在作業とされたので、その保護
対象に作業従事者が含まれることとなった。 
・・事事業業者者（（法法第第 2255 条条のの 22、、法法第第 5599 条条・・

第第 6600 条条のの 22）） 
従前は、建設業等における災害時救助の際、
労働者の二次災害を防止するため、事業者
が有資格の管理者を選任し、機械設置や訓
練等の措置を講じることを定めていた。本
改正により、この救護の対象が作業従事者
（現場作業に従事する法人役員等を含む）
へ拡大されると共に、重層的請負関係下で
の二次被害防止について、元元方方事事業業者者等等にに
よよるる統統括括管管理理をを定定めめたた法法第第 3300 条条のの 33 の保
護対象も同様に作業従事者へと改められた。 
また、従前は、法第 59 条は、事業者が労

働者に対し、雇い入れ時教育（第 1 項）、作
業内容変更時教育（第 2項）、特別教育（第
3 項）を実施する義務を定めていたが、改正
で新設された第 4 項で、労働者と同じ場所
で就業する限り、作業従事役員等（現場作業
に従事する個人事業者本人・法人役員）にも
同様の教育を受ける義務が課され、さらに、
法第 60 条の 2 では、法第 59 条所定の諸教
育並びに法第 60 条所定の職長等教育が課
されない場合、危険有害業務の就業者（労働
者に限定されていない）に対して安全衛生
水準向上教育の実施努力義務を定めていた
が、その第 2 項に作業従事役員等がそれを
受講する努力義務が追加された（以上につ
き、三柴、2025,p.4-10〔ページ数は予定〕

を参照した）。 
 
以上の通り、保護対象等に作業従事者ら

が修正された規定でも名宛人の変更はなく
（名宛人の意味内容が若干拡大したものは
あるが）、名名宛宛人人がが新新設設さされれたたののはは、、作作業業場場
所所管管理理事事業業者者に限られる。 
本節の最後に、本改正による現場の変化

を具体例で示す。 
ある物流ヤード（混在現場）で、1次下請

A 社の労働者と、2 次下請 B 社と請負契約
を締結した個個人人事事業業者者（（代代表表者者本本人人））CC がが
同同じじ場場所所でで荷荷役役補補助助のの作作業業にに従従事事ししたた。。ここ
のの現現場場でではは、、AA 社社がが管管理理すするるフフォォーーククリリフフ
トト等等のの危危険険機機械械が稼働していた。 
この前提では、保保護護対対象象のの作作業業従従事事者者へへ

のの拡拡張張により、元元方方事事業業者者／／作作業業場場所所管管理理
事事業業者者が連連絡絡調調整整等等ををももっってて現場の統括安
全管理を行い、A 社等の注注文文者者は違違法法・・危危
険険なな指指示示をを禁禁止止さされれるる。また、個人事業者 C
の側では、立入禁止、退避措置への対応、基基
準準未未充充足足機機械械のの使使用用禁禁止止、特特別別教教育育等等のの受受
講講義義務務（作業従事役員等）・安全衛生水水準準向向
上上教教育育のの受受講講努力義務などを履行する必要
が生じる。 
また、災害が生じれば、直近の注注文文者者ででああ

るる BB 社社にに報報告告すするる権権利利を持つ。これを受け、
B 社は監督署に報告せねばならない。 

 

3－3）小括 

個人事業者を含む多様な働き方に対応す
るため、労働安全衛生法は 2025 年改正で、
リスク創出者管理責任負担原則を基礎に、
再構築へと歩み始めた。これは、リスクの情
報と制御手段を有する主体が、合理的に可
能な範囲で安全衛生管理義務を負うとする
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考え方である（三柴 2020, p.7）。 
改正の中核は、労働者に限らず請負契約

等で現場に従事する個人事業者を含む「作
業従事者」の概念を新設し、混在現場の統括
管理、物の安全、教育、災害時の救護措置な
どの保護対象を拡張した点にある。ただし、
名宛人の多くは従前どおり事業者のままで
あり、労使関係を規律の中心とする体系の
基本構造は維持された。新設された名宛人
は、混在作業者のうち誰かが危険な作業を
行う現場の「作業場所管理事業者」であり、
横断的な危険管理責任を担う。これにより、
雇用・非雇用を問わず危険源に接する者を
面的に保護し、現場全体で安全水準を底上
げする方向へ踏み出したと評価できる。 

 
参参照照文文献献  

・三柴丈典．2014．「安全配慮義務の意義・
適用範囲」『労働法の争点〈第 4 版〉法学教
室』有斐閣：128–130． 

・三柴丈典．2017．「使用者の健康・安全
配慮義務」『講座労働法の再生 第 3 巻 労働
条件論の課題』日本評論社：273–296．  

・三柴丈典．2020．「副業・兼業者、フリ
ーランスに対する安全衛生法政策に関する
試論」『労働法学研究会報』No.272：4–15． 

・三柴丈典・倉重公太朗・中澤祥子．2022．
「ギグワーカーの安全衛生に関する法的保
護のあり方について—日本の状況と展望—」

 
3 目下、産業スストトレレススを「リスク」と論じ
る傾向がある。他方、三柴は、スストトレレススをを
化化学学物物質質等等とと同同列列のの““普普遍遍的的危危険険””ととししてて扱扱
ううののはは適適切切ででなないいと指摘する。すなわち、
過過重重なな長長時時間間労労働働やや悪悪質質ななハハララススメメンントトの
ように有有害害性性がが明明白白な課題は法法規規制制（（一一次次

『日本産業保健法学会誌』1（2）：43–67． 
・三柴丈典．2025．「令和 7 年の安衛法改

正について」『日本産業保健法学会誌』4（2）：
1–19． 

・北岡大介．2025．「フリーランスの安全
衛生政策」鎌田耕一・長谷川聡編『フリーラ
ンスの働き方と法』日本法令：pp.430-462． 
 

5．個人事業者の就業条件の実質

的保護と契約（取引）の安定保障

の関係 

1）関係づけの枠組み――「取引の安定」

が「就業条件の実質」を支える 

個人事業者（フリーランス・ギグワーカー
を含む）は、少なくとも外観上、民法上の請
負契約や委託契約など、非雇用契約に基づ
く働き方であり、形式上は「契約自由」に委
ねられてきた（社会的保護規制の適用対象
外であった）。しかし実務では、一一方方的的なな契契
約約条条件件のの変変更更、、報報酬酬のの不不払払いいやや遅遅延延、、ハハララスス
メメンントト、、契契約約のの突突然然のの打打切切りり等が生じやす
く、これが報報酬酬のの不不安安定定、、労労働働時時間間のの過過密密
化化、、メメンンタタルルヘヘルルスス不不調調 33などを招き得る。

予予防防））でで統統制制すすべべききだだがが、、そそれれ以以外外のの広広いい
領領域域はは、、配配置置・・職職務務設設計計・・動動機機づづけけ・・教教育育
ななどどのの人人事事労労務務管管理理によって、個個別別適適合合
（（個個人人とと仕仕事事、、人人のの相相性性合合わわせせ））を図るの
が実務的だとする（Mishiba 2024）。 
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考え方である（三柴 2020, p.7）。 
改正の中核は、労働者に限らず請負契約

等で現場に従事する個人事業者を含む「作
業従事者」の概念を新設し、混在現場の統括
管理、物の安全、教育、災害時の救護措置な
どの保護対象を拡張した点にある。ただし、
名宛人の多くは従前どおり事業者のままで
あり、労使関係を規律の中心とする体系の
基本構造は維持された。新設された名宛人
は、混在作業者のうち誰かが危険な作業を
行う現場の「作業場所管理事業者」であり、
横断的な危険管理責任を担う。これにより、
雇用・非雇用を問わず危険源に接する者を
面的に保護し、現場全体で安全水準を底上
げする方向へ踏み出したと評価できる。 

 
参参照照文文献献  

・三柴丈典．2014．「安全配慮義務の意義・
適用範囲」『労働法の争点〈第 4 版〉法学教
室』有斐閣：128–130． 

・三柴丈典．2017．「使用者の健康・安全
配慮義務」『講座労働法の再生 第 3 巻 労働
条件論の課題』日本評論社：273–296．  

・三柴丈典．2020．「副業・兼業者、フリ
ーランスに対する安全衛生法政策に関する
試論」『労働法学研究会報』No.272：4–15． 

・三柴丈典・倉重公太朗・中澤祥子．2022．
「ギグワーカーの安全衛生に関する法的保
護のあり方について—日本の状況と展望—」

 
3 目下、産業スストトレレススを「リスク」と論じ
る傾向がある。他方、三柴は、スストトレレススをを
化化学学物物質質等等とと同同列列のの““普普遍遍的的危危険険””ととししてて扱扱
ううののはは適適切切ででなないいと指摘する。すなわち、
過過重重なな長長時時間間労労働働やや悪悪質質ななハハララススメメンントトの
ように有有害害性性がが明明白白な課題は法法規規制制（（一一次次

『日本産業保健法学会誌』1（2）：43–67． 
・三柴丈典．2025．「令和 7 年の安衛法改

正について」『日本産業保健法学会誌』4（2）：
1–19． 

・北岡大介．2025．「フリーランスの安全
衛生政策」鎌田耕一・長谷川聡編『フリーラ
ンスの働き方と法』日本法令：pp.430-462． 
 

5．個人事業者の就業条件の実質

的保護と契約（取引）の安定保障

の関係 

1）関係づけの枠組み――「取引の安定」

が「就業条件の実質」を支える 

個人事業者（フリーランス・ギグワーカー
を含む）は、少なくとも外観上、民法上の請
負契約や委託契約など、非雇用契約に基づ
く働き方であり、形式上は「契約自由」に委
ねられてきた（社会的保護規制の適用対象
外であった）。しかし実務では、一一方方的的なな契契
約約条条件件のの変変更更、、報報酬酬のの不不払払いいやや遅遅延延、、ハハララスス
メメンントト、、契契約約のの突突然然のの打打切切りり等が生じやす
く、これが報報酬酬のの不不安安定定、、労労働働時時間間のの過過密密
化化、、メメンンタタルルヘヘルルスス不不調調 33などを招き得る。

予予防防））でで統統制制すすべべききだだがが、、そそれれ以以外外のの広広いい
領領域域はは、、配配置置・・職職務務設設計計・・動動機機づづけけ・・教教育育
ななどどのの人人事事労労務務管管理理によって、個個別別適適合合
（（個個人人とと仕仕事事、、人人のの相相性性合合わわせせ））を図るの
が実務的だとする（Mishiba 2024）。 
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これらは心身の健康問題、それらに起因す
る労働災害などとして、安全衛生にも関係
する。したがって、就就業業条条件件のの実実質質的的保保護護は
契契約約（（取取引引））のの安安定定保保障障によってはじめて実
効性を持つ。既存の経済法や準労働法が定
める支払期日の遵守、対価の最低水準の確
保、解約の予見可能性も、間接的ながらその
制度的保障と言える。 

2）適用法の概要と「取引安定」の実効

性 

（（11））フフリリーーラランンスス新新法法  
正式名称は「特定受託事業者に係る取引

の適正化等に関する法律」（2023 年法律第
25 号）であり、取引の透明化と公正確保を
目的とする経済法的規制法である（一部に
準労働法的規制を含む）。保護対象は、従従業業
員員をを使使用用ししなないい個個人人ままたたはは代代表表一一人人のの法法人人
（（特特定定受受託託事事業業者者））にに限限定定され、組組織織的的事事業業
者者（（特特定定業業務務委委託託事事業業者者））ととのの取取引引をを規規律律すす
るる。。すなわち、規律される発注者側は、業務
委託事業者または特定業務委託事業者（従
業員を有する個人、または役員 2 名以上の
法人）であり、主たる名宛人は後者である。
保保護護対対象象はは BBttooBB（（BBuussiinneessss  ttoo  BBuussiinneessss））取取
引引にに限限定定され、消費者が個人に依頼する取
引（CtoC）や成果物を販売する自営業は除
外される。  
  契契約約条条件件のの明明示示（（第第 33 条条））、、報報酬酬支支払払期期日日
のの上上限限（（業業務務完完了了後後原原則則 6600 日日以以内内、、第第 44 条条））、、
不不当当行行為為（（不不合合理理なな受受領領拒拒否否・・報報酬酬減減額額・・返返
品品強強要要・・買買いいたたたたきき・・ややりり直直しし強強制制等等））のの禁禁
止止（（第第 55 条条））、、契契約約解解除除・・更更新新拒拒絶絶のの予予告告（（第第
1166 条条））、、ハハララススメメンントト・・妊妊娠娠出出産産へへのの配配慮慮

（（第第 1133 条条、、第第 1144 条条））、、募募集集情情報報のの的的確確表表示示
義義務務（（第第 1122 条条））ななどどをを定定めめるる。。  
  これらは取引の予見可能性を高め、就業
者の生活・健康の安定を間接的に支えるが、
保保護護対対象象がが「「従従業業員員ななしし」」にに限限定定されてお
り、一人でも補助者を雇う零細事業者は適
用外である。履履行行確確保保はは行行政政的的エエンンフフォォーー
ススメメンントト（（報報告告・・検検査査〔〔第第 1111 条条〕〕、、勧勧告告〔〔第第
88 条条〕〕、、命命令令〔〔第第 99 条条〕〕、、公公表表等等〔〔第第 1199 条条〕〕
等等））にに依依存存しており、下請法と異なり、契契約約
のの締締結結、、解解除除ななどどをを強強制制しし得得なないいし、一般に
行政による企業名公表は滅多になされない。
そして何より、違違反反申申告告者者がが取取引引停停止止ななどど
のの報報復復をを受受けけるるリリススククにに対対すするる制制度度的的担担保保
ががなないい。よって、履履行行確確保保のの実実効効性性はは今今後後のの
課課題題となっている。  

 
 

（（22））下下請請法法  
下請法は、下下請請事事業業者者のの利利益益保保護護を目的

とし、独独占占禁禁止止法法のの特特別別法法・・補補完完法法として機
能する。運用は公正取引委員会および中小
企業庁によって統一的に行われており、フ
リーランス新法と共通する定めが多く、解
釈の共通性も高く、個個人人事事業業者者ととのの取取引引にに
もも広広くく適適用用ででききるる。  

対象は「下請取引」であり、 
・・親親事事業業者者とと下下請請事事業業者者のの関関係係は、資資本本

金金のの多多寡寡やや常常時時使使用用労労働働者者数数、、法法人人・・個個人人のの
別別によって区分される（親事業者は資本金
1,000 万円超が原則）。 

・・下下請請事事業業者者はは、、業業ととししてて受受託託をを行行うう者者
であり、個人事業者や代表 1 人の法人も含
まれる。 

取引内容は、①製造委託  ②修理委託 
③情報成果物作成（プログラム作成に限る）
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委託 ④役務提供委託、の 4 類型であり、
その目的には、販売、自家使用、再委託など
が広く含まれるため、フフリリーーラランンスス新新法法のの
特特定定受受託託事事業業者者もも、、本本法法のの下下請請事事業業者者にに該該
当当しし得得るる。両法が重複適用される場合、原則
としてフフリリーーラランンスス法法がが優優先先されるが、よよ
りり厳厳ししいい規規律律がが適適用用さされれるる。  

下請法は、取引の透明性と予見可能性を
確保するため、次のような規制を設けてい
る。 

①①書書面面交交付付義義務務（（第第 33 条条））：給付内容、受
領期日、代金額、支払期日などの必要事項を
記載した書面（いわゆる「3 条書面」）の交
付を義務づけ。 

②②支支払払期期日日のの定定めめ（（第第 22 条条のの 22））：受領後
60 日以内に支払うことを強制し、合意によ
る延長も認めない。 

③③書書類類作作成成・・保保存存義義務務（（第第 55 条条））：電磁的
記録で 2 年間保存。 

④④遅遅延延利利息息支支払払義義務務（（第第 44 条条のの 22））：受領
日から 60 日経過後の支払遅延に利息発生。 

⑤⑤不不当当行行為為のの禁禁止止（（第第 44 条条））：：受領拒否、
支払遅延、報酬減額、返品、買いたたき、
購入・利用強制、報復、不当な利益提供要
請、不当な給付内容変更・やり直しなど
15 類型を禁止。 
これらの規制の中には、返返品品のの禁禁止止ののよよ

ううにに強強行行性性をを持持つつものもあり（池田・倉重
編，2025，p.75）、個人事業者にとっても取
引の安定化に貢献する。 

もっとも、本法の主な履履行行確確保保手手段段はは、、以以
下下ののよよううなな行行政政的的エエンンフフォォーーススメメンントトででああ
るる。。すすななわわちち、、  

①公正取引委員会および中小企業庁は、
親事業者・下請事業者に対し報報告告徴徴収収・・立立入入
検検査査・・物物件件検検査査を行う権限を持つ（第 9 条）。 

②違反が認められた場合、公取委による
勧告制度（第 7 条）により是正措置が取ら
れ、企企業業名名がが公公表表される。勧告されれば公取
の WEB サイトで公表されるため、大きな
抑止力になっている。 

③中小企業庁長官も独自に調査を行い、
公取委に勧告を求めることができる（第 6
条）。 

④刑事罰も存在し（第 10～12 条）、代表
者・行為者・法人に両両罰罰規規定定が適用される。 

⑤自発的な違反申告には、勧告免除制度
（下請法リニエンシー）が認められている。 
2023 年度（令和 5 年度）の実績では、 

・調査対象：親事業者 8 万社・下請事業
者 33 万社 

・違反指導件数：8,268 件（前年より増加） 
・主な違反：支払遅延 3,995 件、減額 1,090

件、買いたたき 879 件 
・原状回復総額：約約 3377 億億円円 

とされ、行行政政的的是是正正にによよるる実実効効性性がが確確認認ささ
れれてていいるる（（池池田田・・倉倉重重編編，，22002255，，pp..8833 にに掲掲
載載さされれたた公公正正取取引引委委員員会会事事務務総総局局にによよるる
WWEEBB 公公表表デデーータタ「「公公正正取取引引委委員員会会のの最最近近のの
活活動動状状況況」」））。。 

このように、下請法は、支払期日（60 日
ルール）と遅延利息義務による資資金金繰繰りりのの
安安定定、書面交付・保存義務による契契約約内内容容のの
明明確確化化、不当行為禁止と行政的是正による
取取引引のの予予見見可可能能性性のの確確保保等等を通じて、個人
事業者にとっても、一定程度、「取引安定の
制度的基盤」を提供している。  

もっとも、下請法には資資本本金金要要件件とと業業種種
要要 件件 が 設 け ら れ て い る た め 、
CtoB(Customer to Business)型取引は概ね
適用外となる。また、違反申告をした下請事
業者が取取引引停停止止ななどどのの報報復復をを受受けけるるリリススクク
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委託 ④役務提供委託、の 4 類型であり、
その目的には、販売、自家使用、再委託など
が広く含まれるため、フフリリーーラランンスス新新法法のの
特特定定受受託託事事業業者者もも、、本本法法のの下下請請事事業業者者にに該該
当当しし得得るる。両法が重複適用される場合、原則
としてフフリリーーラランンスス法法がが優優先先されるが、よよ
りり厳厳ししいい規規律律がが適適用用さされれるる。  

下請法は、取引の透明性と予見可能性を
確保するため、次のような規制を設けてい
る。 

①①書書面面交交付付義義務務（（第第 33 条条））：給付内容、受
領期日、代金額、支払期日などの必要事項を
記載した書面（いわゆる「3 条書面」）の交
付を義務づけ。 

②②支支払払期期日日のの定定めめ（（第第 22 条条のの 22））：受領後
60 日以内に支払うことを強制し、合意によ
る延長も認めない。 

③③書書類類作作成成・・保保存存義義務務（（第第 55 条条））：電磁的
記録で 2 年間保存。 

④④遅遅延延利利息息支支払払義義務務（（第第 44 条条のの 22））：受領
日から 60 日経過後の支払遅延に利息発生。 

⑤⑤不不当当行行為為のの禁禁止止（（第第 44 条条））：：受領拒否、
支払遅延、報酬減額、返品、買いたたき、
購入・利用強制、報復、不当な利益提供要
請、不当な給付内容変更・やり直しなど
15 類型を禁止。 
これらの規制の中には、返返品品のの禁禁止止ののよよ

ううにに強強行行性性をを持持つつものもあり（池田・倉重
編，2025，p.75）、個人事業者にとっても取
引の安定化に貢献する。 

もっとも、本法の主な履履行行確確保保手手段段はは、、以以
下下ののよよううなな行行政政的的エエンンフフォォーーススメメンントトででああ
るる。。すすななわわちち、、  

①公正取引委員会および中小企業庁は、
親事業者・下請事業者に対し報報告告徴徴収収・・立立入入
検検査査・・物物件件検検査査を行う権限を持つ（第 9 条）。 

②違反が認められた場合、公取委による
勧告制度（第 7 条）により是正措置が取ら
れ、企企業業名名がが公公表表される。勧告されれば公取
の WEB サイトで公表されるため、大きな
抑止力になっている。 

③中小企業庁長官も独自に調査を行い、
公取委に勧告を求めることができる（第 6
条）。 

④刑事罰も存在し（第 10～12 条）、代表
者・行為者・法人に両両罰罰規規定定が適用される。 

⑤自発的な違反申告には、勧告免除制度
（下請法リニエンシー）が認められている。 
2023 年度（令和 5 年度）の実績では、 

・調査対象：親事業者 8 万社・下請事業
者 33 万社 

・違反指導件数：8,268 件（前年より増加） 
・主な違反：支払遅延 3,995 件、減額 1,090

件、買いたたき 879 件 
・原状回復総額：約約 3377 億億円円 

とされ、行行政政的的是是正正にによよるる実実効効性性がが確確認認ささ
れれてていいるる（（池池田田・・倉倉重重編編，，22002255，，pp..8833 にに掲掲
載載さされれたた公公正正取取引引委委員員会会事事務務総総局局にによよるる
WWEEBB 公公表表デデーータタ「「公公正正取取引引委委員員会会のの最最近近のの
活活動動状状況況」」））。。 

このように、下請法は、支払期日（60 日
ルール）と遅延利息義務による資資金金繰繰りりのの
安安定定、書面交付・保存義務による契契約約内内容容のの
明明確確化化、不当行為禁止と行政的是正による
取取引引のの予予見見可可能能性性のの確確保保等等を通じて、個人
事業者にとっても、一定程度、「取引安定の
制度的基盤」を提供している。  

もっとも、下請法には資資本本金金要要件件とと業業種種
要要 件件 が 設 け ら れ て い る た め 、
CtoB(Customer to Business)型取引は概ね
適用外となる。また、違反申告をした下請事
業者が取取引引停停止止ななどどのの報報復復をを受受けけるるリリススクク
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も依然として高く、実効的救済制度は存在
しない。 

 
（（33））独独占占禁禁止止法法  
独占禁止法は、公正で自由な競争を促進

するための法律で、私的独占（新参者の排除
や支配）、不当な取引制限（カルテルによる
取引相場の操作など）、優越的地位の濫用
（自身による商品等の供給拒否、関係事業
者からの供給拒否の根回し、取引相手との
関係での優越的な立場を悪用した不当な不
利益の押しつけ）等を制限している。 
履行確保手段として、公正取引委員会に

よる排除措置命令（第 20 条）、課徴金納付
命令（第 20条の 2～第 20 条の 6）、被害者
による加害事業者や事業者団体への損害賠
償等請求（第 25 条、第 26 条、民法相当法
条）、契約無効（民法第 90条）、差止請求（第
24 条）がなされ得るが、刑事罰はない。 
優越的地位の濫用は、取引相手との関係

での取引上の優越的地位（≠一般的な市場
でのパワー）を利用して不利益行為を行う
ことであり、課徴金の対象となる。フリーラ
ンスは経済的基盤が弱く取引相手に依存せ
ざるを得ない構造にあるため、発注者側の
交渉力が相対的に強くなり易いため、取引
相手の優越的地位の成立を後押しする可能
性がある（公正取引委員会・競争政策研究セ
ンター報告書, 2018, p.26）。不利益行為とは、
購入・利用強制、経済上の利益の提供要請、
受領拒否・返品、代金の支払遅延、減額等を
指すが、実際の判断は必要性や合理性に基
づいて事案ごとになされる。経済上の利益
の提供要請については、協賛金の負担や労
務の提供などが問題になり易いが、供出側
にもたらされる利益や自由意志の有無等が

判断要素となる。公正競争阻害性について
は、商慣習に沿っていても該当し得る。すな
わち、独占禁止法上、「優越的地位の濫用」
というためには、単に発注者が取引先に不
利益を与えたというだけではなく、その行
為が、市場全体における公正な競争を阻害
するおそれがある（「公正競争阻害性」を有
する）必要があるが、たとえば、業界で「納
品後に一部値引きをする」慣習があったと
しても、その判断に影響しない。フリーラン
スについては、そのような慣習が、現に多数
のフリーランスに影響しているか、放置す
れば影響することになるか等が「公正競争
阻害性」の判断要素となる。 
独禁法最大の問題は、エンフォースメン

トである。規定上は、一定の違反につき、排
除措置命令、課徴金納付命令といった行政
処分、確約手続での確約計画の認定（違反嫌
疑がある場合に、公正取引委員会からの通
知を受けて、事業者が提出する確約計画が
十分・確実と認定されれば確約契約を締結
して排除措置命令を免れる制度〔第 48 条の
2 以下〕）のほか、警告や注意が定められて
いる。重大な独禁法違反である不当な取引
制限（カルテル等）、私的独占（新参者の排
除や支配）には刑事罰が設けられている。 
しかし、独禁法に基づく法的措置件数は

少ない（2023年の排除措置命令は 4 件しか
なく、フリーランス法の禁止事項と重複す
る優越的地位の濫用事案は含まれていない
等）。ただし、優越的地位の濫用は重視され
ていて、2023 年に注意が 67 件、2022 年、
2023年と10社以上の企業名が公表された。
不当廉売（不当な価格差を設けて他事業者
の事業を困難に陥らせる行為〔第 2 条 9 項
2 号等〕）でも 317 件の注意があった（独占
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禁止法上の「優先的地位の濫用」に関する緊
急調査の結果について〔2022 年 12 月 27
日〕、独占禁止法上の「優越的地位の濫用」
に係るコスト上昇分の価格転嫁円滑化の取
組に関する特別調査の結果について〔2023
年 12 月 27 日〕）。 

本法違反の被害者は、独禁法第 25 条に基
づき、行政処分（排除命令又は課徴金命令）
が下された後、課外事業者や事業者団体に
対して損害賠償請求ができる。彼らの賠償
責任は無過失責任である（池田・倉重編，
2025，pp.54-63）。 
  
（（44））家家内内労労働働法法  

家内労働法は、工場法制定後に同法の適
用や労働者の傷病にかかる責任回避を図っ
て、女工らに自宅で内職させ、自営業者扱い
したことに対し、安全衛生など一定の社会
的保護の必要から制定された。委託者を名
宛人として、労働者でない受託者（内職者）
に対して、最低工賃の保障（第 8 条）や委
託打切予告（第 5 条）、業務内容・工賃・支
払期日等を明記した手帳の発行（第 3 条）、
就業時間制限（第 4 条）を義務づけた、我
が国初の準労働法である。フリーランス新

 
4 近年（2020 年）、公益的な事業（訪問介
護、学童保育、不就労状態にある若者の自
立支援等）に主体的に従事する就労者
（worker）に対して、労働者（laborer）と
しての保護を図る議員立法（労働者協同組
合法（2020 年法律第 78 号）（労協法））が
成立し、一部を除き、2022 年 10 月 1 日の
施行が予定されている。UK で、Robert 
Owen が設立し、日本でも独自の発展を遂
げた生活協同組合（Consumers' co-

法には最低報酬規定がなく、契約打切りの
予告も 30 日間にとどまるため、家内労働法
の制度構造――報報酬酬保保障障とと契契約約安安定定をを一一体体
化化ししたた立立法法モモデデルル――は、今なお重要な示
唆を与える。 

ただし、主な規制対象が危険有害物を取
り扱う内職（製造、加工等）とされており、
改正されない限り、現代的な就労には適応
しない。 

 
（（55））中中小小企企業業等等協協同同組組合合法法（（中中協協法法））44  

中小企業等協同組合法は、日本の労働分
野ではあまり注目されてこなかったが、特
に団交可能性をもたらす点で個人事業者に
も活用価値がある。 
 個人事業者が協同組合を設立すれば、そ
の組合員と取引関係がある事業者には、当
該協同組合との間で、取引条件を始め、業務
遂行に付随する就業条件等幅広い事項につ
き、団体協約締結を目的に、団交応諾義務が
課される（第 9 条の 2 第 12 項）。交渉が不
調なら、あっせんや調停を申請できる（第 9
条の 2 の 2）。 
 ただし、交渉拒否されても制裁がない。協
同組合が抗議活動や争議行為等を行った場

operative）を法制度化しようとするもの
で、多くの部分で、中小企業等協同組合法
の定めを引き継いでいるが、組合員を個人
に限定し、労働者協同組合との関係で、労
働者としての保護を図る点（経営参加者兼
労働者という法的位置づけを認める点）に
最大の特徴がある。強制力に乏しいが、今
後、一部のギグワーカーによる活用拡大の
可能性がある（三柴・倉重・中澤、2022, 
p.60、橋本、2021）。 

－ 240 －



分担研究報告書（三柴 丈典〔AIWM〕） 

禁止法上の「優先的地位の濫用」に関する緊
急調査の結果について〔2022 年 12 月 27
日〕、独占禁止法上の「優越的地位の濫用」
に係るコスト上昇分の価格転嫁円滑化の取
組に関する特別調査の結果について〔2023
年 12 月 27 日〕）。 

本法違反の被害者は、独禁法第 25 条に基
づき、行政処分（排除命令又は課徴金命令）
が下された後、課外事業者や事業者団体に
対して損害賠償請求ができる。彼らの賠償
責任は無過失責任である（池田・倉重編，
2025，pp.54-63）。 
  
（（44））家家内内労労働働法法  

家内労働法は、工場法制定後に同法の適
用や労働者の傷病にかかる責任回避を図っ
て、女工らに自宅で内職させ、自営業者扱い
したことに対し、安全衛生など一定の社会
的保護の必要から制定された。委託者を名
宛人として、労働者でない受託者（内職者）
に対して、最低工賃の保障（第 8 条）や委
託打切予告（第 5 条）、業務内容・工賃・支
払期日等を明記した手帳の発行（第 3 条）、
就業時間制限（第 4 条）を義務づけた、我
が国初の準労働法である。フリーランス新

 
4 近年（2020 年）、公益的な事業（訪問介
護、学童保育、不就労状態にある若者の自
立支援等）に主体的に従事する就労者
（worker）に対して、労働者（laborer）と
しての保護を図る議員立法（労働者協同組
合法（2020 年法律第 78 号）（労協法））が
成立し、一部を除き、2022 年 10 月 1 日の
施行が予定されている。UK で、Robert 
Owen が設立し、日本でも独自の発展を遂
げた生活協同組合（Consumers' co-

法には最低報酬規定がなく、契約打切りの
予告も 30 日間にとどまるため、家内労働法
の制度構造――報報酬酬保保障障とと契契約約安安定定をを一一体体
化化ししたた立立法法モモデデルル――は、今なお重要な示
唆を与える。 

ただし、主な規制対象が危険有害物を取
り扱う内職（製造、加工等）とされており、
改正されない限り、現代的な就労には適応
しない。 

 
（（55））中中小小企企業業等等協協同同組組合合法法（（中中協協法法））44  

中小企業等協同組合法は、日本の労働分
野ではあまり注目されてこなかったが、特
に団交可能性をもたらす点で個人事業者に
も活用価値がある。 
 個人事業者が協同組合を設立すれば、そ
の組合員と取引関係がある事業者には、当
該協同組合との間で、取引条件を始め、業務
遂行に付随する就業条件等幅広い事項につ
き、団体協約締結を目的に、団交応諾義務が
課される（第 9 条の 2 第 12 項）。交渉が不
調なら、あっせんや調停を申請できる（第 9
条の 2 の 2）。 
 ただし、交渉拒否されても制裁がない。協
同組合が抗議活動や争議行為等を行った場

operative）を法制度化しようとするもの
で、多くの部分で、中小企業等協同組合法
の定めを引き継いでいるが、組合員を個人
に限定し、労働者協同組合との関係で、労
働者としての保護を図る点（経営参加者兼
労働者という法的位置づけを認める点）に
最大の特徴がある。強制力に乏しいが、今
後、一部のギグワーカーによる活用拡大の
可能性がある（三柴・倉重・中澤、2022, 
p.60、橋本、2021）。 
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合に民事損害賠償請求や契約打ち切りから
の救済や刑事免責を受けられない。紛争解
決手段も任意の「あっせん」にとどまり、相
手方が無視すれば終了するし、担当機関は
主務官庁であり、紛争解決の専門機関では
ない。協同組合設立認可のハードルも高い。 
 しかし、集団的交渉により、職種・業種・
地域等の特性に応じた就業条件設定が可能
となる。個人事業者の就業上の課題のうち、
契約内容の決定・変更等のルールの不備、履
行確保の困難、セーフティネットの脆弱性
など（西村・前浦, 2019）は、集団的交渉で
なければ解決が難しい。 
 中協法の適用対象は、独禁法の適用除外
となる。 
 その適用対象は、協同組合の組合員資格
を持つ組織であり、組合地区内で商工業等
を営む、①資本金額等が 3 億円以下の法人
事業者、②常時使用労働者数 300 人以下の
（法人に限らない）事業者、③公取が認定し
た事業者、のいずれかであり、①②の基準を
超える者が加入していても協同組合になり
得るが、1 者でも①か②の基準を超える者
が加入していれば、中協法の適用はない＝
独禁法の適用とした公正取引委員会の審決
もある（池田・倉重編，2025，pp.100–104）。 

 
（（66））民民商商法法上上のの契契約約法法理理  
民法は、信義則（第 1 条 2 項）、公序良俗

（第 90 条）、債務不履行（第 415 条）によ
り、個人事業者との契約の突突然然のの打打切切りりやや
一一方方的的条条件件変変更更を抑制し得る。継続的契約
関係では、代理店契約や基本契約の解約に
ついて信信義義則則上上のの制制限限を認めた判例もあり
（大阪地判平成 7 年 11 月 7 日判例時報
1566号 85 頁等）、これを個人事業者との契

約に準用する見解が実務上有力である。 
商法も個人事業者に適用され得る。同法

の適用は、商人による商行為に適用される。
フリーランスなどの自然人が商人とされる
には、業として商行為をなしていることが
示される必要がある。商人とは、自己の名で
業として商行為をなす者（第 4 条第 1 項）
であり、会社がその事業のためになす行為
は商行為となる（会社法第 5条）。商行為に
は、絶対的商行為、営業的商行為、附属的商
行為があり、例えば、他人のために行う製
造・加工、作業や労務の請負などを営業とし
て行う場合、営業的商行為に当たる（第 502
条）。 
本法が適用されると、相当報酬請求（第

512 条）等が可能になる。商法第 512 条の
相相当当報報酬酬請請求求権権は、報酬条項が曖昧な場合
でも「相当額」を認定できる規定である。個
人事業者の取引では、報酬に関する当事者
間の明示の合意が交わされない場合も少な
くないが、商法第 512 条には、商人がその
営業範囲内で他人のために行為をした時は、
相当報酬を請求できる旨規定している。相
当性の判断に際しては、業界の基準、相当な
見積額、協議内容、かけた工数や時間等が勘
案される（池田・倉重編，2025，pp.107-109）。
個人事業者への適用に際しては、契約の有
無を問わず、営業範囲内で他人のために行
為することが求められるとする判例がある
（最 1 小判昭和 44 年 6 月 26 日民集 23 巻
7 号 1264 頁〔＊〕など）。 
 
＊2 つの不動産取引業者が売り希望と買い
希望の顧客から別個の委託を受けて仲介し
ていたところ、両顧客が取引業者を外して
直接取引をしてしまったため、取引業者が、
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（委託を受けた顧客はもちろん、）委託を受
けていない顧客に対しても手数料を請求で
きるかが争われた事案。最高裁は、「委託を
受けない相手方当事者に対し同法 512 条に
基づく報酬請求権を取得するためには、客
観的にみて、当該業者が相手方当事者のた
めにする意思をもつて仲介行為をしたもの
と認められることを要し、単に委託者のた
めする意思をもつてした仲介行為によって
契約が成立し、その仲介行為の反射的利益
が相手方当事者にも及ぶというだけでは足
りない」と述べた。 

 
（（77））行行政政ののガガイイドドラライインン  

2021 年に公表され、2024 年に改定され
たフフリリーーラランンスス・・ガガイイドドラライインン（（内内閣閣官官房房等等
「「フフリリーーラランンススととししてて安安心心ししてて働働けけるる環環境境
をを整整備備すするるたためめののガガイイドドラライインン」」））は、契約
条件明示、支払期日の遵守、募集情報の的確
な表示、ハラスメント防止等の周知を図っ
ている。仲介事業者が遵守すべき事項も定
めている。取引条件の標準化などを通じて
取引安定を支えるが、啓発目的であり法的
拘束力は弱い（違反時の制裁や救済が欠け
ている）。 

 
（（88））小小括括 

個人事業者にとっての取引の予見可能性、
資金繰りの安定、不当行為の抑止という観
点では、下下請請法法が最も実効性が高い。3 条書
面で条件を可視化し、6600 日日支支払払期期限限とと遅遅延延
利利息息で資金繰りを守り、返返品品・・減減額額・・買買いいたた
たたきき等等のの 1155 類類型型のの禁禁止止を行政調査・勧告・
公表等で実装しているからである。保護対
象は個人事業者にも及び、対象全体の実績
（令和 5 年の親事業者 8 万社対象の調査で、

指導 8,268 件、原状回復総額約 37 億円）も
示されている。他方、資資本本金金・・対対象象取取引引のの要要
件件ゆえに個人事業者から企業への役務の提
供は適用対象から外れやすく、違反申告後
の報報復復リリススククにに対対すするる実実効効的的セセーーフフガガーードド
がが薄薄いい等の弱点がある。 

フフリリーーラランンスス新新法法は、適用対象を BtoB
（Business to Business：事業者間取引等）
に絞りつつ、契契約約条条件件のの明明示示、、6600 日日内内のの支支
払払期期限限、、不不当当行行為為禁禁止止、、解解約約予予告告等の規制を
整備して、自自らら雇雇用用すするる従従業業員員をを使使用用ししなな
いい特特定定受受託託事事業業者者の取引の予見可能性を高
めている。ただし、保保護護対対象象がが狭狭いい（（補補助助者者
をを 11 人人雇雇ええばば対対象象外外ににななりり得得るる））、履行確保
は報報告告徴徴収収・・勧勧告告・・命命令令・・公公表表とといいっったた行行政政
措措置置依依存存で、契契約約のの締締結結やや継継続続をを直直接接強強制制
ででききなないい、、申申告告者者保保護護がが弱弱いい等の課題があ
る。 

独独占占禁禁止止法法は、比較的強い履行確保手段
（排除措置・課徴金等の強い行政処分、重大
事案には刑事処分）を持ち、特に優優越越的的地地位位
のの濫濫用用による不利益の是正のため、注意、企
業名公表などの運用が図られてきた。とは
いえ、「「公公正正競競争争阻阻害害性性」」のの立立証証負負担担が重く、
排除措置などの強い措措置置のの件件数数がが少少なないいう
え、損害賠償は行行政政処処分分後後が原則で、迅迅速速なな
取取引引安安定定の装置としての効力は強くない。 

家家内内労労働働法法は委託者を名宛人として最最低低
工工賃賃やや打打切切予予告告等を義務づけた点で示唆的
だが、主に危険有害物を取り扱う内職を前
提としており、現現代代のの就就労労形形態態ににはは殆殆どど適適
合合ししなないい。中中協協法法は、個人事業者らが構成す
る協同組合を通じた団団体体交交渉渉に道を開くも
のの、応応諾諾拒拒否否へへのの制制裁裁やや実実効効的的救救済済がが弱弱
いい。民民商商法法理理（信義則・継続契約の解約制
限・商法 512 条の相当報酬請求権等）は補
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（委託を受けた顧客はもちろん、）委託を受
けていない顧客に対しても手数料を請求で
きるかが争われた事案。最高裁は、「委託を
受けない相手方当事者に対し同法 512 条に
基づく報酬請求権を取得するためには、客
観的にみて、当該業者が相手方当事者のた
めにする意思をもつて仲介行為をしたもの
と認められることを要し、単に委託者のた
めする意思をもつてした仲介行為によって
契約が成立し、その仲介行為の反射的利益
が相手方当事者にも及ぶというだけでは足
りない」と述べた。 

 
（（77））行行政政ののガガイイドドラライインン  

2021 年に公表され、2024 年に改定され
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「「フフリリーーラランンススととししてて安安心心ししてて働働けけるる環環境境
をを整整備備すするるたためめののガガイイドドラライインン」」））は、契約
条件明示、支払期日の遵守、募集情報の的確
な表示、ハラスメント防止等の周知を図っ
ている。仲介事業者が遵守すべき事項も定
めている。取引条件の標準化などを通じて
取引安定を支えるが、啓発目的であり法的
拘束力は弱い（違反時の制裁や救済が欠け
ている）。 

 
（（88））小小括括 

個人事業者にとっての取引の予見可能性、
資金繰りの安定、不当行為の抑止という観
点では、下下請請法法が最も実効性が高い。3 条書
面で条件を可視化し、6600 日日支支払払期期限限とと遅遅延延
利利息息で資金繰りを守り、返返品品・・減減額額・・買買いいたた
たたきき等等のの 1155 類類型型のの禁禁止止を行政調査・勧告・
公表等で実装しているからである。保護対
象は個人事業者にも及び、対象全体の実績
（令和 5 年の親事業者 8 万社対象の調査で、

指導 8,268 件、原状回復総額約 37 億円）も
示されている。他方、資資本本金金・・対対象象取取引引のの要要
件件ゆえに個人事業者から企業への役務の提
供は適用対象から外れやすく、違反申告後
の報報復復リリススククにに対対すするる実実効効的的セセーーフフガガーードド
がが薄薄いい等の弱点がある。 

フフリリーーラランンスス新新法法は、適用対象を BtoB
（Business to Business：事業者間取引等）
に絞りつつ、契契約約条条件件のの明明示示、、6600 日日内内のの支支
払払期期限限、、不不当当行行為為禁禁止止、、解解約約予予告告等の規制を
整備して、自自らら雇雇用用すするる従従業業員員をを使使用用ししなな
いい特特定定受受託託事事業業者者の取引の予見可能性を高
めている。ただし、保保護護対対象象がが狭狭いい（（補補助助者者
をを 11 人人雇雇ええばば対対象象外外ににななりり得得るる））、履行確保
は報報告告徴徴収収・・勧勧告告・・命命令令・・公公表表とといいっったた行行政政
措措置置依依存存で、契契約約のの締締結結やや継継続続をを直直接接強強制制
ででききなないい、、申申告告者者保保護護がが弱弱いい等の課題があ
る。 

独独占占禁禁止止法法は、比較的強い履行確保手段
（排除措置・課徴金等の強い行政処分、重大
事案には刑事処分）を持ち、特に優優越越的的地地位位
のの濫濫用用による不利益の是正のため、注意、企
業名公表などの運用が図られてきた。とは
いえ、「「公公正正競競争争阻阻害害性性」」のの立立証証負負担担が重く、
排除措置などの強い措措置置のの件件数数がが少少なないいう
え、損害賠償は行行政政処処分分後後が原則で、迅迅速速なな
取取引引安安定定の装置としての効力は強くない。 

家家内内労労働働法法は委託者を名宛人として最最低低
工工賃賃やや打打切切予予告告等を義務づけた点で示唆的
だが、主に危険有害物を取り扱う内職を前
提としており、現現代代のの就就労労形形態態ににはは殆殆どど適適
合合ししなないい。中中協協法法は、個人事業者らが構成す
る協同組合を通じた団団体体交交渉渉に道を開くも
のの、応応諾諾拒拒否否へへのの制制裁裁やや実実効効的的救救済済がが弱弱
いい。民民商商法法理理（信義則・継続契約の解約制
限・商法 512 条の相当報酬請求権等）は補
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助的な個個別別紛紛争争のの救救済済手手段段となり得るが、
事案依存で秩序からの相当の逸脱が前提と
なり、制度的安定は限定的である。行行政政ガガイイ
ドドラライインンは標準化と予防に資するが、法的
拘拘束束力力がが弱弱いい。 
総総合合的的ににみみてて、、現行の法制度は、保護対

象、名宛人など適適用用範範囲囲のの空空白白、申申告告後後のの報報
復復・・取取引引打打切切りりへへのの抑抑止止力力のの脆脆弱弱ささ、ソソフフトト
ロローー依依存存等の課題を抱えている。 
 

3）鎌田＝長谷川編著・倉重編著の示唆 

鎌田＝長谷川編著は、上掲の法制度の実
効性を高める（：趣旨を実現する）ための方
策を、以下のように提言している。 
・・最最低低報報酬酬のの保保障障とと報報酬酬支支払払のの確確保保  
①未払や支払遅延の抑止の徹底（報酬支

払期日、報酬減額や返品禁止等の実効性の
強化）、②業種・地域ごとの最最低低報報酬酬ガガイイドド
ラライインンの整備、③プラットフォーム等を通
じた仕事の報酬の相相場場のの可可視視化化とデータ公
開、④裁判に依存しない迅迅速速・・簡簡易易なな AADDRR
の常設化など。〔第 2部・第 4章［長谷川担
当］〕  
・・共共同同行行為為のの保保護護とと独独禁禁法法・・経経済済法法のの再再
設設計計 
「労労働働にに近近いい就就業業関関係係」にあるフリーラ

ンスには、団団体体交交渉渉など一定の共同行為を
適法化する明示的な仕組み（独禁法の適用
除外・緩和や新立法）。加えて、優越的地位
濫用の立証や認定をフフリリーーラランンススににととっってて
現現実実にに期期待待ででききるる水水準準へへ緩緩和和・・明明確確化化する。
〔第 2 部・第 3章［長谷河担当］〕  
・・契契約約のの標標準準化化・・書書面面化化とと民民法法ルルーールルのの
明明確確化化 

多くのフリーランス取引が、基本契約（継
続的取引関係の合意と取引の共通事項、債
権担保措置の定め）をベースに個別契約（注
文書と請書などで簡略化されることが多い）
を締結していくスタイルが多い。この際、仕
事を発注する義務が生じるかは、基本契約
の趣旨の解釈次第なので、その解釈を支援
するため、業務内容・成果物・報酬・納期・
受注者が生み出した知的財産権の帰属・解
約等を標標準準書書式式で明示する。また、請負／準
委任の峻別、ハラスメント該当性や受注者
の一方的な損害賠償責任や発注者の免責に
かかる相当性の担保（第三者による審査保
障等）につき、契約で明文化したり、司法で
修正解釈するなどして、民民法法上上のの原原理理をを具具
体体化化する。〔第 2 部・第 2 章［芦野担当］〕 
なお、池田＝倉重編著（池田・倉重編，2025, 
p.31）は、民法上の一般規定（信義則、権利
濫用等）の解釈適用により、取引相手には、
合理的な分量の発注義務が生じると解し得
る旨を述べる。 
・・ププララッットトフフォォーームムのの規規律律（（透透明明化化・・説説明明
義義務務・・解解約約保保護護）） 
①評価や仕事配分のアアルルゴゴリリズズムムのの基基本本

構構造造やや報報酬酬決決定定根根拠拠のの説説明明責責任任、②アアカカウウ
ンントト停停止止・・低低評評価価・・契契約約解解除除のの理理由由開開示示等等
（（契契約約解解除除等等ににつついいててはは予予告告））、③就業条件
を明示する書書面面交交付付のの義務化、④利用者と
の団団体体交交渉渉の認可――等を通じて、プラッ
トフォームの仲介モデルに対対すするる対対等等性性とと
予予見見可可能能性性を導入する。〔第 2 部・第 8 章
［淺野担当］〕  
・安安全全衛衛生生（（OOSSHH））規規制制のの再再編編 
労働者概念に拘泥しない災災害害防防止止・・健健康康

障障害害対対策策の網掛けの拡充（三柴が提唱する
リスク創出者管理責任負担原則の適用）。仕
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事に伴う危険情報の提供、過過重重労労働働のの予予防防
（納期や業務量設計等による）、ハハララススメメンン
トト防防止止措措置置、安全衛生費の発発注注費費用用へへのの組組
込込みみ等の法定。〔第 2 部・第 5 章［北岡担
当］〕  
・・社社会会保保障障のの充充実実化化  
労災保険の特特別別加加入入枠枠のの拡拡充充、国民健康

保険制度における傷傷病病手手当当金金等等のの休休業業時時のの
所所得得補補償償の拡大など、セセーーフフテティィネネッットトの
整備を進める。〔第 2 部・第 6 章［田中担
当］〕  
・・ハハララススメメンントト規規制制とと解解約約保保護護・・救救済済ルル
ーートトのの強強化化  
ケアハラなど様々な類型のハラスメント

の明明示示的的禁禁止止とと防防止止ののたためめのの措措置置（（防防止止のの
体体制制整整備備、、契契約約条条件件のの明明確確化化にによよるる支支配配関関
係係のの抑抑制制等等））や育児介護等の事情にかかる
配慮（業務内容や納期、作業場所などの調整
等）の義務化、これらの義務違反の下での解解
約約無無効効とと不不利利益益変変更更のの抑抑止止、専専門門的的なな AADDRR
や労働審判に準じた簡簡易易迅迅速速なな審審理理手手続続
（（準準司司法法手手続続きき））の創設など（違反後の報報復復
回回避避とと即即効効救救済済を重視する趣旨）。〔第 2 部・
第 7章［菅野担当］〕 
・・労労働働者者性性判判断断ののアアッッププデデーートトとと専専門門機機
関関 
人的従属性（指揮命令関係や拘束性）に偏

らず、「組織への組み入れ」や「事業者性」
の評価、人人身身拘拘束束的的条条項項（（違違約約金金・・過過大大なな損損
害害賠賠償償等等））ななどどをを重重視視ししたた判判断断枠枠組組のの刷刷新新、、
業業種種別別 QQ&&AA・・通通達達やや専専門門判判定定機機関関の整備。
〔第 2 部・第 1章［北岡担当］〕  

 
倉重編著は、経済法や民商法制度の役割

を重視し、そのエンフォースメントを高め
るための方策を、以下のように提言してい

る。 
・・対対象象認認定定のの継継ぎぎ目目：フリーランス新法

の適用対象となるフリーランス（特定受託
事業者）の「従業員なし」要件の認定の適正
化。例えば、委委託託時時とと問問題題行行為為時時の双方で
「従業員なし」の場合に限って適用ありと
されると委託後に従業員なしとなった場合
の適用がなくなる等の不合理が生じるので、
委委託託時時点点にに過過度度にに寄寄せせなないい運運用用が適当（池
田・倉重編，2025，pp.124–129）。 
・・ププララッットトフフォォーームムのの法法的的責責任任：基本的

には仲介にとどまるが、悪悪質質なな相相手手のの紹紹介介
やや苦苦情情不不対対応応などでは安安全全配配慮慮義義務務違違反反と
構成したり、場合により雇雇用用擬擬制制も可能（同，
pp.32–33）。 
・・下下請請法法のの精精緻緻なな運運用用：33条条書書面面（（親親事事業業

者者かからら下下請請事事業業者者へへのの委委託託条条件件をを示示ししたた書書
面面））のの必必要要記記載載事事項項（（給給付付内内容容、、納納期期、、代代金金
額額、、支支払払期期日日ななどど））、、6600日日内内のの支支払払、、買買いいたた
たたきき・・減減額額・・返返品品禁禁止止などの運用の精緻化。
現に強化されている公正取引委員会・中小
企業庁による行政措置（報報告告徴徴収収・・立立入入検検
査査・・勧勧告告・・公公表表）や原原状状回回復復額額のの公公表表の継続
的な運用（同，p.84ほか）。 
・・継継続続契契約約のの解解約約制制限限法法理理のの活活用用：フリ

ーランス契約が基基本本契契約約＋＋個個別別契契約約で構成
されることが多い現実を踏まえ、解約・不更
新を信義則等で制限した判例の射程を、フ
リーランスの継継続続的的役役務務契契約約にも及ぼす
（同，pp.30-32ほか）。 
  

4）小括――関係の結論と今後の課題 

個人事業者の就就業業条条件件のの実実質質的的保保護護は、
契契約約（（取取引引））のの安安定定保保障障によって支えられ
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事に伴う危険情報の提供、過過重重労労働働のの予予防防
（納期や業務量設計等による）、ハハララススメメンン
トト防防止止措措置置、安全衛生費の発発注注費費用用へへのの組組
込込みみ等の法定。〔第 2 部・第 5 章［北岡担
当］〕  
・・社社会会保保障障のの充充実実化化  
労災保険の特特別別加加入入枠枠のの拡拡充充、国民健康

保険制度における傷傷病病手手当当金金等等のの休休業業時時のの
所所得得補補償償の拡大など、セセーーフフテティィネネッットトの
整備を進める。〔第 2 部・第 6 章［田中担
当］〕  
・・ハハララススメメンントト規規制制とと解解約約保保護護・・救救済済ルル
ーートトのの強強化化  
ケアハラなど様々な類型のハラスメント

の明明示示的的禁禁止止とと防防止止ののたためめのの措措置置（（防防止止のの
体体制制整整備備、、契契約約条条件件のの明明確確化化にによよるる支支配配関関
係係のの抑抑制制等等））や育児介護等の事情にかかる
配慮（業務内容や納期、作業場所などの調整
等）の義務化、これらの義務違反の下での解解
約約無無効効とと不不利利益益変変更更のの抑抑止止、専専門門的的なな AADDRR
や労働審判に準じた簡簡易易迅迅速速なな審審理理手手続続
（（準準司司法法手手続続きき））の創設など（違反後の報報復復
回回避避とと即即効効救救済済を重視する趣旨）。〔第 2 部・
第 7章［菅野担当］〕 
・・労労働働者者性性判判断断ののアアッッププデデーートトとと専専門門機機
関関 
人的従属性（指揮命令関係や拘束性）に偏

らず、「組織への組み入れ」や「事業者性」
の評価、人人身身拘拘束束的的条条項項（（違違約約金金・・過過大大なな損損
害害賠賠償償等等））ななどどをを重重視視ししたた判判断断枠枠組組のの刷刷新新、、
業業種種別別 QQ&&AA・・通通達達やや専専門門判判定定機機関関の整備。
〔第 2 部・第 1章［北岡担当］〕  

 
倉重編著は、経済法や民商法制度の役割

を重視し、そのエンフォースメントを高め
るための方策を、以下のように提言してい

る。 
・・対対象象認認定定のの継継ぎぎ目目：フリーランス新法

の適用対象となるフリーランス（特定受託
事業者）の「従業員なし」要件の認定の適正
化。例えば、委委託託時時とと問問題題行行為為時時の双方で
「従業員なし」の場合に限って適用ありと
されると委託後に従業員なしとなった場合
の適用がなくなる等の不合理が生じるので、
委委託託時時点点にに過過度度にに寄寄せせなないい運運用用が適当（池
田・倉重編，2025，pp.124–129）。 
・・ププララッットトフフォォーームムのの法法的的責責任任：基本的

には仲介にとどまるが、悪悪質質なな相相手手のの紹紹介介
やや苦苦情情不不対対応応などでは安安全全配配慮慮義義務務違違反反と
構成したり、場合により雇雇用用擬擬制制も可能（同，
pp.32–33）。 
・・下下請請法法のの精精緻緻なな運運用用：33条条書書面面（（親親事事業業

者者かからら下下請請事事業業者者へへのの委委託託条条件件をを示示ししたた書書
面面））のの必必要要記記載載事事項項（（給給付付内内容容、、納納期期、、代代金金
額額、、支支払払期期日日ななどど））、、6600日日内内のの支支払払、、買買いいたた
たたきき・・減減額額・・返返品品禁禁止止などの運用の精緻化。
現に強化されている公正取引委員会・中小
企業庁による行政措置（報報告告徴徴収収・・立立入入検検
査査・・勧勧告告・・公公表表）や原原状状回回復復額額のの公公表表の継続
的な運用（同，p.84ほか）。 
・・継継続続契契約約のの解解約約制制限限法法理理のの活活用用：フリ

ーランス契約が基基本本契契約約＋＋個個別別契契約約で構成
されることが多い現実を踏まえ、解約・不更
新を信義則等で制限した判例の射程を、フ
リーランスの継継続続的的役役務務契契約約にも及ぼす
（同，pp.30-32ほか）。 
  

4）小括――関係の結論と今後の課題 

個人事業者の就就業業条条件件のの実実質質的的保保護護は、
契契約約（（取取引引））のの安安定定保保障障によって支えられ
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る。現行法では、フフリリーーラランンスス新新法法とと下下請請法法
がが、、（（前前者者がが優優先先適適用用のの前前提提でで））契契約約条条件件のの
透透明明化化、、解解約約予予告告、、不不当当行行為為（（買買いいたたたたきき、、
返返品品、、購購入入強強制制ななどど））のの禁禁止止等で取引の適正
を図り、独独禁禁法法が優越的地位濫用等の規制
によって事業上の公正競争の確保を図り
（フリーランス新法は努力義務ながらハラ
スメント防止、育児介護への配慮等による
就業条件の改善も図る）、中中協協法法が小規模事
業者同士の互助や取引相手との協議の枠組
みを提供し、家家内内労労働働法法が内職者らの物的
安全確保や、最最低低工工賃賃・・打打切切予予告告等の確保
（ただし管理レベル）を図っている。また、
労労災災保保険険特特別別加加入入制制度度のの拡拡大大も図られ、収
入面での基基礎礎的的セセーーフフテティィネネッットトの整備が
進んでいる。 
しかし、契約（取引）の安定保障を担保す

る法制度はないに等しい。法違反の申告後
の報復防止は下請法の規制があるし（第 4
条第 1 項第 7 号）、民商法上、継続的契約の
解約に対する信義則等の一般原則の適用で、
一定程度の抑制が可能だが、雇用における
解雇権濫用規制のような永続的、実質的な
救済は困難である。 
違反申告も、行政が守秘したところで、実

質的には仕事を失う覚悟が必要になる。 
やはり、最低限、仕事を受注する個人事業

者らの団結を促すため、委託者に他の委託
先を伝えさせ、団結の機会を与えること、違
反告発等については、行政による事前審査
等の一定条件下で一定期間の締約強制でき
る制度を設けるか、行政による補償制度（労
働関係における賃金立替払い制度等に近い
もの）を設ける等の措置が必要だろう。 
 個人事業者が結成した団体が、注文者の
ほか、斡旋業者ら適切な交渉相手を選択し

て団体交渉を行えるような制度、強制権限
をもって注文者らへの監督指導を行える専
門的な行政機関を設置し、個人事業者団体
が、守秘条件下で、そうした監督指導を促せ
るような制度も必要であろう。 
 

 
・・参参照照文文献献  
・池田 穀・倉重 公太朗（編）．2025．『フ
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